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補 記 脱 稿 後 に,ス ウ ェー デ ン民事 訴 訟 法 に 関 す る優 れ た 英文 の概 説 書 に 接

した。BengtLindel,CivilProcedureinSweden(TheHague・Lon -

don・Boston:KluwerLawInternational
,1996)が それ で あ る。 著 者

B.リ ンデ ル は ウ プ サ ラ大 学 の 訴 訟 法 教 授 で
,ス ウ ェ デ ンの 法 学 界 の 中

堅 層 を代 表 す る1人 。 著 者 か ら贈 呈 を受 け
,早 速 通 読 して み たが,全 文

250頁 余 で,あ ま り大 部 な もの で は な い に も拘 らず
,ス ウ ェー デ ン 民事

訴 訟 の全 体(仲 裁 法 な ど も含 む)と 訴 訟理 論 の 現 況 につ い て
,適 切 で か

な り詳 細 な 説 明 を行 って お り,理 論 家 に も実 務 家 に も有用 な好 文 献 で あ

る。 詳 細 な索 引 も付 され て い る。 その 顕 著 な有 用 性 に か ん が み
,こ こ に

紹 介 して お く次 第 で あ る。(1997年6月 校 正 時)
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訳注 スウェーデ ン訴訟手続法(2・ 完)

く。

第24章 第5条a裁 判所がある者 を勾留す るこ とを決定 し,ま たは勾

留 を継続すべ き旨命ずるときは,裁 判所は同時に検察官の求めに

基づ き,被 勾留者の外界 との接触 を制限すべ きか否かについて審

査 しなければな らない。 このような制限の許可は,被 疑者が証拠

を隠滅 し,ま たはその他の仕方で事案の調査 を困難ならしめ る危

険が存するときにのみ与 えることがで きる。

事後に生 じた事情に基づ きそれが必要 であるときは,裁 判所が

制限の許可を与えていないにも拘 らず検察官は,被 勾留者の外界

との接触の制限を意味す る決定 を発することができる。検察官が

このような決定 を発 した ときは,彼 は即 日または遅 くともその翌

日に,裁 判所に対 し第1項 の審査 を求めなければならない。 この

ような申出が裁判所に到達 した ときは,裁 判所はできる限 り速や

かに,か つ遅 くとも1週 間内にこの問題に関す る弁論 を開かなけ

ればならない。裁判所におけ る取扱いについては勾留弁論につい

て定めるところが適用 される。

SverigesRikesLagの1993年 版(同 書は毎年1月1日 現在 の法令 を掲

載 してい る)の 刊 行 後 に,刑 事 手 続 の部 分 につ い て上 記 条 文以外 に もか

な りの法改正が重ね られ てい る。 これにつ いては本稿 との統一上,な る

べ く早 い機 会 に訳 出す るつ もりで ある。本稿 の 内容 につ いてす らすで に

若干 の改正 が生 じてお り,同 様 の 作 業 が 必 要 で あ る。

そ れ に して も,ス ウ ェー デ ンに お け る活発 な 立 法作業,訴 訟手 続 法 の

よ うな基 本 的 法 律 につ いて さえ例外 で ない法 改正 の頻繁 さは全 く驚異的

であ る。一刻 も目が離せ ない とい う感 じで,私 の よ うに怠 惰 な外 国の 研

究 者 に とっては しん どい'話で は あ る。

(1996年9月9日 脱稿)

(112)
143



神奈川大学法学研究年報16

が で きる。

訴追 が提起 され るや否や,被 疑 者 また は彼 の弁 護 人 は 調 書 また

は捜査上 の要約書 の謄本 を求 め る権 利 を有す る。**公 共 弁 護 人 が

被 疑 者 の ため に 任 命 され た ときは,特 別 の 求 め な しに 謄 本 を弁 護

人 に 交付 または送付 しなければ な らない。

*2号 の規定 は裁判所 の調書 に関す る6章8条2項 とおおむね 同 じであ

る。Norstedts,2s.23:72.

**被 疑者 お よび弁護人は,捜 査機関が無意味 と考 えて捜査 記録から排

除した資料について も知 る権利を有する。Norstedts ,2s.23:73,Fitger,
s.150.

第22条 本 章 に よ る捜 査 は,訴 追 の た め の 十 分 な理 由 が 存 在 す るに も

拘 らず,罰 金 よ りも重 い制 裁 が 規 定 され て い ない犯 罪,第45章

第2条 第1項 また は 第2項 に 関 わ る犯 罪 に つ い て は 要 求 され な

い。捜査 は また,第3章 第3条 お よび 第7章 第4条 第2項 に関 わ

る犯 罪 に 関 す る事 件 に つ いて も,罰 金 以 外 の制 裁 を課 す る理 由 が

存 在 しなければ要求 され ない。

検察 官が提起 した訴追 を拡大 しよ うとす る ときは,本 章 に よ る

捜 査 を行 うこ とな くす るこ とが で きる。

第23条 訴 追 が提 起 され た後 に それ 以 上 の捜査 が必要 と認 め られ る と

きは,そ れ につ い て本 章 に定 め る とこ ろの適 用 で きる部分 が適用

され る。

第24条 捜査 指 …揮者 の 活 動,第18条 第1項 第4文 に よ る通 知 お よ び捜

査 の 際 の 調 書 お よび要約書 に関す る細則 は,政 府 に よ って な され

る。*

*捜 査 訓 令(forundersokningskungrorelse(1947:948))に 定 め られ

てい る。 これ は全文30条 か らなる政令 で あ る。

な お・ 前稿 が依 拠 したSverigesRikesLag1993年 版 刊 行 後 の

法 改 正 で,本 稿 の法 文 中に しば しば 現 れ る次 の規定 を訳 出 してお
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23:62,Fitger,s.149.

**も っ とも時効完成 のおそれがあ る ときは,本 項の規定 に拘 らず訴 追

を決定で きる。Norstedts,2s23:66,Fitger,s.149.

***例 えば不必要 な証拠調べ を避け るため。Norstedts,2s.23:67.

第19条 捜 査 指 揮 者 が,彼 に とっ て 必要 とみ られ る捜 査 は終 了したけ

れ ど も,第18条 第2項 に関 わ る求 め を認 容 しな い と き,ま た は

被 疑 者 が 調 査 に そ の他 の 欠陥が存在す る と考 える ときは,彼 は 裁

判 所 に その 旨 を届 け 出 るこ とが で きる。*

この 届 出が 裁 判 所 に到 達 した と き,裁 判 所 は で き る限 り速 や か

に これ を審査 に取 り上 げ なければな らない。 その ための理 由が存

す る ときは,裁 判 所 は被 疑 者 も し くは その他 の者 を尋 問 し,ま た

は必 要 と認 め られ るそ の他 の措置 を とるこ とがで きる。被疑 者の

出頭へ の補償 は,法 律 扶 助 を享 受 す る被告 人 に適 用 され る ところ

に従 い支払わ なければ な らない。

*こ の届 出が弁護 人か らもで きることは自明 とされる。Norstedts,2S.

23:69.

第20条 捜査が終結 した ときは,訴 追が提起 されるべ きか否かに関す

る決定がなされなければならない。

第21条 捜査にあたっては,調 査上生起 した有意義な事項について調

書が作成されなければならない。

被疑者 またはその他の者の供述が録取 された後,尋 問が終了す

る前に被尋問者に対 し,朗 読するか または録取 を照合す るその他

の機会 を与え,か つ内容に異議(erinran)が あるか否か尋ねなけ

ればならない。変更 を起因 しない異議は記載 されなければならな

い。その後に録取を変更す ることはできない。供述が照合 の後初

めて調書に記載されたときは,録 取 したものを一件記録に添付 し

なければならない。*

軽微な事件においては調書の代わ りに,捜 査上生起 した重要 な

事項に関する要約書(kortfattadeanteckningar)を 作成するこ と
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れる。証拠の取調べお よび被疑者の裁判所への出頭の費用は,公

費から支払わなければならない。被疑者の出頭への補償 は,法 律

扶助 を享受する被告人に適用 され るところに従い支払わなければ

ならない。

第16条 捜査 中におけ る強制手段 の使用 につ いては第24章 ない し第

28章 に定め るところが適用 され る。

第17条 捜査中に捜査指揮者の職務 区域外の場所 におけ る尋問 または

その他の措置が必要 とされるときは,彼 は措置 を採 るべ き場所に

おけ る警察機関の援助 を得 ることができる。

第18条 捜査が犯罪についてあ る者が合理的 に疑われ る段階にまで至

り,彼 が尋問されるとき,彼 はその嫌疑について通知 されなけれ

ばな らない。*被 疑者お よび彼の弁護人は,捜 査上生起 した事項

について調査に支障がない限 り継続的に知 る権利 を有す る。彼 ら

はさらに,彼 らが望 ましいと考える調査につ いて申し述べ,お よ

びその他彼 らが必要 と考 えるところを主張す ることができる。 こ

れに関す る教示は,被 疑者および彼の弁護人が これを準備するた

めに,合 理的な時間的余裕 をおいて与えられ るか または送付 され

なければならない。これがなされる前に訴追を決定 してはならな

い 。**

被疑者 または彼の弁護人の求めに基づ く尋問またはその他の調

査 は,そ れが捜査上有意義であると考 えられ るときは行われなけ

ればならない。このような求めが排斥 されるときは,そ の理由を

示 さなければならない。

検察官は訴追の問題について決定す る前に,そ れが訴追決定 ま

たはその他事案の今後の取扱いのために利益になると考 えられ る

ときは,***被 疑者 または彼の弁護人 と特別の集会 をもつ こ とが

で きる。

*こ の通知以降は,彼 は当事者として取 り扱われる。Norstedts,2S.
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第13条 ある者が尋問の際調査上重要な事実について供述す ることを

拒否 しyか つ訴追が提起 された場合,彼 が事件においてそれにつ

いて証言す る義務 を負 うとき,ま たはそ うでなくとも事件におい

て証言する義務 を負 う者が,す でに捜査段階において証人 として

尋問されることが調査上特に重要 であるときは,捜 査指揮者の求

めに基づ き,裁 判所の前で証人尋問を行 うことができる。

第1項 に関わる尋問は,あ る者が犯罪について合理的に疑われ

る段階 まで捜査が進展する前には行 うことがで きない。尋問につ

いては本 口頭弁論外の証拠の取調べ について定めるところの適用

で きる部分が適用 され る;被 疑 者は尋問に立ち合 う権利 を与えら

れなければならない。彼の出頭に対す る補償は,法 律扶助 を享受

す る被告人について定めるところに従い公費か ら支払 わなければ

ならない。

第14条 捜査指揮者は鑑定人か ら意見を入手することがで きる。公 的

機関以外の者か ら意見 を入手す る前に,そ れに反す る特段の理由

が存 しないならば,犯 罪について疑われる者 または彼の弁護人は

鑑定人の選択について意見 を述べ る機会 を与えられなければなら

ない。

鑑定人がすでに捜査段階において裁判所によって任命されるべ

きときは,捜 査指揮者は裁判所にこれに関す る申請 を行 うことが

できる。彼はまた裁判所に,文 書証拠の提出 もしくは検証の目的

物が用意 されるべ き旨または証拠 として有意義 と考 えられる公文

書が捜査の際に用意されるべ き旨の命令 を求めることがで きる。

第15条 本 口頭弁論の際援用 され るべ き証拠が その前に失われる危険

が存するか,ま たはその援用が極めて困難であるときは,捜 査指

揮者 または被疑者の申立てに基づ き,裁 判所は直ちに証拠の取調

べ を行 うことができる。 この証拠については本 口頭弁論外で取 り

調べ られる証拠について定めるところの適用で きる部分が適用さ
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す る上訴については,第49章 および第52章 が適用 される。

高等裁判所の決定に対 しては上訴す ることができない。

*旧 法7条 に相当。

第9条*第7条 または第8条 に関わる事件 において,裁 判所 は当分 の

間刑罰命令は執行することができない旨決定す ることができる。

*旧 法8条 に相当。

第10条*第6条 ない し第9条 の規定は同意された秩序罰金命令の問題

についても適用 されなければならない。このような命令に対す る

不服 申立てに関す る事件においては一般検察官が被疑者の相手方

当事者である。

*旧 法9条 に相 当。

訳注スウェーデン訴訟手続法 大尾

前稿 に対する補遺

前稿 において遺脱 した第23章 第13条 から第24条 までを以下に補足

する(第12条 は*の 部分を遺脱 したので,多 少修正した本文とともに,こ れ

もここに掲載してお く)。

第12条 尋問の間,自 白またはある方向への供述 を獲得す る目的 を も

って,特 別の利益 に関 して意図的に不正確 な情報 を与え,約 束 を

しもし くは期待 をもたせ ること,脅 迫 し,強 制 し,疲 労困態させ

ること,ま たはその他の不当な措置 を用いてはらならい。被尋問

者は通常の食事 または必要 な休息 をとることを奪われてはならな

い 。*

*尋 問 時 間 の 制 限 に 関 す る特 別 の定 め は な い が
,9条 の 時 間 内 中 断 な し

に 尋 問 で き るわ け で は な い。 国 会 オ ン ブ ズマ ン に 批 判 さ れ た もの と し

て,被 疑 者 が15時 に 引致 され,17時 か ら23時20分 ま で 中 断 な し に,

か つ 食事 をす る機 会 を与 え られ ず に 尋 問 され た ケー ス,お よび 被 疑 者 が

20時30分 か ら午 前1時 まで 中 断 な しに 尋 問 され た ケー ス が あ る。Nor-

stedts,2s.23:49.

138 (117)



1

訳注ス ウェー デ ン訴 訟手続 法(2・ 完)

同意が有効 な意思表示に よるもの とみ ることがで きない と

き,

2案 件 の 処理 の際 命 令 が無 効 とみ られ るべ き暇疵 が存在 した

とき,***ま たは

3そ の他 の理 由 に よ り命令 が 法律 に合 致 しない とき。

刑 罰命令 が破棄 され た ときは,そ の後 に 同一 の行 為 につ い て よ

り厳 しい有 罪判決 または刑 罰命令 をす るこ とはで きない。

*旧 法5条 に相 当。

**本 条以下 の刑罰命令等 に対す る不服の申立ては,前 条 までの重 大 な

訴訟手続違反 に対す る不服 申立て と異なり,手 続 の蝦疵 だけで な く,実

体法上 の誤 った法適用 を も理 由 としてす ることがで きる。 この意味で,

刑罰命令 等に対す る不服 申立ての適用範囲は,判 決 に対す る重大 な訴 訟

手続違 反に対する不服申立てと被告人の利益のための再審の両者をカヴ

ァーする。他方,判 例 は刑罰命令等 に対 す る再 審の申立ても認めている

(こ ち らは期間の制限が ない)。Welamson,s.254-5.な お,破 棄 の 申請

は検 察官か らもで きる。通常は検察官が被疑者を援助 して行 われ るとい

う。Welamson,s.235,Fitger,s.363.

***法 文 の文 言か らは明 らか でないが,こ の暇疵 は形式的 な もの に限

られ ると解 されている。 そうでなければ3号 が独 立 した意義 を失 って し

ま うとい うのがその理由である。Welamson,s.257,ThorstenCars,Om

resningirattegangsmal(1959}s.33p,

第7条*刑 罰 命令 に対 し不 服 申立 て を し よ うとす る者 は,書 面 で これ

を しな け れば な らな い。書 面は その犯 罪につ いて訴追 を取 り上げ

る権 限 を有 した地 方裁判所 に提 出 しなけれ ばな らない。

書面 は被疑者 に対 し命令 の執行 に関す る措 置が とられた後1年

内 に提 出 され て い な け れ ば な らない。 取扱 いにつ いて は,第52

章 第2条,第3条 お よび 第5条 な い し第12条 が 適 用 され なけ れ

ば な らな い。 その際 高等裁判所 に関す る規 定は その代 わ りに地 方

裁判所 に妥 当す る。

*旧 法6条 に相当。

第8条*刑 罰命令 に対す る不服 申立てに関す る地方裁判所の決定に対
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許可に関す る規定は適用されない。

裁判所は当分の間判決は執行することができない旨決定するこ

とができる。

判決が,裁 判所が無権限であったか,ま たはそうでな くとも事

件 を審査に取 り上げるべ きでなかったこと以外の理由に基づ き破

棄 され るときは,裁 判所は同時に新 たな取扱いが判決 を宣告 した

裁判所において行われるべ き旨決定 しなければならない。

費用の償還 については訴訟費用に関す る規定が適用される。

*旧 法3条 参照。

第4条*第1条 ない し第3条 において判決について述べ るところは,

裁判所の決定についても適用されなければならない。

*旧 法4条 に相当。

第4条a*地 方裁判所以外の公的機関の判断に対 し地方裁判所 または

高等裁判所に上訴 された ときは,こ の案件 におけ る重大な訴訟手

続違反に基づ く抗告は高等裁判所に書面でしなければならない。

第1項 による抗告については第1条,第2条 第2項 および第3

条が適用 され る。

*本 条は従前のままで,改 正法施行前になされた本章の抗告について適

用される。

第5条*地 方裁判所以外の公的機関の判断に対 し地方裁判所 または高

等裁判所に上訴されたきとは,こ の案件における重大 な訴訟手続

違反に基づ く不服 申立ては,高 等裁判所に書面で しなければなら

ない。

第1項 による不服 申立てについては第1条,第2条 第2項 およ

び第3条 が適用 される。

*旧 法4条aに 相当。

第6条 継*被 疑者によって同意された刑罰命令 は,以 下各号の場合に

は不服 申立てにより破棄 されなければならない
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*旧 法1条 に相 当。

**本 号 は1734年 法 か ら そ の ま ま 引 き継 が れ た もの で あ るが,理 由 書

か ら も判 例 か ら も明 確 な基 準 が 判 明せ ず,重 要 な解 釈 問 題 を提 供 して い

る。 学 説 で も詳 細 な検 討 が な され て い る もの の,著 しい不 明確 性 が 支 配

して い る。 訴 訟 能 力 を有 しな い者 が訴 訟追 行 を認 め られ た場 合 に も適 用

され う る と解 され て い る。Welamson,s.245-6,Fitger,S.360.判 決 が 第

三 者 に証 明 効 を有 す る こ とは これ に 当た らな い。Garde,s.865,Ekelof,

Rattsmedlens.131.

***不 明瞭 また は不 完全 は 主 と して判 決 主 文 に 関 す る。 も っ と も,判

決 理 由 は主 文 の 意 味 を確 定 す る と きに 意 義 を有 し う る。Welamson,s.

244,Fitger,s.361.

****極 め て 欠 陥 の あ る実体 的 訴 訟 指 揮 も4号 の重 大 な訴 訟 手 続 違 反

に な り うる とされ る。Fitger,s.361.裁 判 所 が 法 律 の支 持 な く重 要 な証

拠 の提 出 を拒 否 す るこ と も場 合 に よっ て は これ に 当 た る。Welamson,s.

252,Fitger,s.361.

第2条*重 大な訴訟手続違反に基づ く不服申立てをしようとす る者は,

書面でこれ をしなければならない。 この書面は判決が地方裁判所

によって宣告 された ときは高等裁判所に,お よびその他の場合 に

は最高裁判所に提出 しなければならない。

不服 申立てが第1条 第1号 または第4号 に関わる事実に基づ く

ときは判決が確定力を取得 した時か ら6月 内に書面 を提出しなけ

ればならない。不服申立てが第1条 第2号 に関わる事実に基づ く

ときは上訴人が判決について知った時か ら6月 内に提出しなけれ

ばならない。彼が判決について確定力を取得する前に知 ったとき

は,こ の期間は判決が確定力 を取得 した 日から算定 されなければ

ならない。

*旧 法2条 に相 当。

第3条*そ の他,重 大な訴訟手続違反に基づ く不服 申立てお よびこの

ような案件における高等裁判所の決定 に対する上訴については,

第52章,第54章 お よび第56章 が適用 され る。ただ し,最 高裁

判所によって直接に審査 されるべ き不服申立てについては,審 査
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(klagan)に つ い て*

Domvillaと は,理 由 書 に よ れ ば 「重 大 な 訴 訟 手 続 のX疵 」 の 同 意 語

で あ る。 こ の 言 葉 は ス ウ ェ ー デ ン法 の 術 語 と して 古 来 使 わ れ て い る が
,

特 別 上 訴 と し て のbesvarδverdomvillaは 比 較 的 新 し い 制 度 で,1939

年 ま で は 存 在 し て い な か っ た 。 こ れ に 相 当 す る 古 い 制 度 は 無 効 抗 告

(nullitetsbesvar)で あ っ た 。Ekelof,Rattsmedlens.125-6 ,Welamson,

s.242.1994年 の 法 改 正 で はy標 題 の 抗 告(besvar)と い う語 が 不 服 申 立

て(klagan)に 変 え ら れ た 。NJAII1994s.662 .

第1条*確 定力 を取得 した判決は,判 決が 自己の権利に関わる者の不

服申立てにより,以 下各号の場合 には重大な訴訟手続違反に基づ

き破棄 されなければな らない

1上 訴の際上級の裁判所(hogereratt)が 職権 で顧慮すべ き訴

訟手続障害が存在 したに も拘 らず,一事件が取 り上 げ られ た と

き,

2判 決が法的に訴えられておらず,か つ事件について訴えを追

行 していない者に対 し与えられたか,ま たは判決によって事件

の当事者でない者が侵害 を蒙ったとき,艸

3判 決が裁判所が本案 についてどのように判決 したかが分か ら

ないほ ど不明瞭 または不完全 であるとき,***ま たは

4そ の他 に,訴 訟手続において事件の結果に影響 した とみ られ

るほ ど重大な訴訟手続違反が存在 したとき。****

事件において従前援用 されていなかった事実に基づ く第1項 第

4号 による重大 な訴訟手続違反に基づ く不服 申立ては,上 訴人が

訴訟手続においてこの事実 を援用す るのを妨げ られたかTま たは

そうでな くとも彼がそうしなかったことのための正 当な弁明を有

したことを相当な蓋然性 をもって証 しない ときは却下されなけれ

ばならない。
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判断された案件についても同様である。

第1項 によりなされた申請については,第1条 ないし第3条,

第4条 第2項 および第5条 ない し第8条 が適用され る。

第11条*あ る者が判決 または決定に対す る事件の上訴 または故障 もし

くは事件の再取上げの申立てのための期間を解怠 し,か つ彼が解

怠のための法的理由(lagaforfall)を 有 したときは,彼 は申請に

基づ き喪失 した期 間を回復す ることがで きる。

*本 条のみ1994年 の法改正の際に改正された。

第12条 喪失 した高等裁判所に対す る事件の上訴の期間または地方裁

判所における故障 もしくは事件の再取上げの申立てのための期間

の回復 を申請す る者は,高 等裁判所に書面で障害(forfall)が 止

んだ時か ら3週 間内かつ期 間が経過 した時から1年 内にこれをし

なければならない。

喪失 した最高裁判所に対する上訴の期間または高等裁判所 もし

くは最高裁判所における故障 もしくは事件の再取上げの申立ての

ための期間の回復に関する申請は,最 高裁判所に書面で第1項 に

述べ る期間内に しなければならない。

この申請について第5条,第6条 および第8条 が適用 される。

第13条 喪失 した第10条aに 関わ る判断に対す る地方裁判所 または

高等裁判所への上訴の期間の回復に関す る申請は,高 等裁判所に

書面で しなければならない。 このような申請については第11条

ならびに第12条 第1項 お よび第3項 が適用 され る。

第14条 再審 または喪失 した期間の回復に関す る高等裁判所の決定に

対す る上訴の際は,地 方裁判所に提起 された事件(m鋤 または

案件における決定に対する上訴について第54章 および第56章 に

述べ るところが適用 される。

第59章 重大な訴訟手続違反(domvilla)等 に基づ く不服申立て
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のための刑事事件において認可され,か つ事案が明白であるとき

は,裁 判所は直ちに原判決 を変更することができる。*

事件が新たに弁論に取 り上げられる場合,申 請人が出頭 しない

ときは,再 審事件は消滅 したもの とみ られなければならない。相

手方当事者が出頭 しないときは,事 件はそれに も拘 らず判断す る

ことができる。呼出状はこれ らの規定に関す る情報を包含 しなけ

ればならない。本項に述べ るところは検察官については適用 され

ない。

*こ の規定は,当 然のこととして法適用が明らかに法律に違反するとい

う再審事由の場合に比較的頻繁に適用されるが,そ の他の場合にも用い

られている。Welamson,s.237.

第8条 再審の申請が却下または棄却 されるときは,申 請人は相手方当

事者に,ま たは検察官が相手方であるときは国に,再 審事件に関

す る費用の償還 を命 じられる。再審が検察官によって申請 された

ときは,こ の費用は公費か ら支払われ る。申請が認可され るとき

は,費 用の問題は事件の再取上げの後に事件に関連 して審査 され

なければならない。

第9条 刑事事件におけ る判決が刑事責任以外 の ものに も関わるとき

は,事 件のこの部分 の再審については,民 事事件の再審について

定め るところが適用され る;た だ し,刑 事責任問題について再審

が認可 されるときは,上 記の定めの支障なしに同時に事件のその

余の部分 について も再審が認可 され る。

第10条 判決につ いて第1条 ないし第9条 に定め るところは,裁 判所

の決定について準用 される。

第10条a地 方裁判所以外の公的機関の判断に対す る上訴(talan)が

地方裁 判所 または高等裁判所 に提起 された ときは,そ の案 件

(arende)に 関す る再審の申請は高等裁判所に書面でなされる。

刑罰命令に対する同意 または秩序罰金命令 に対す る同意 をもって
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い 一一一 一

1申 請 が 関 わ る判 決,

2申 請 を基 礎 付 け る関係,お よび 申請 の理 由,な らび に

3申 請 人 が援 用 しよ う とす る証 拠 お よび彼が各証拠 に よって立

証 しよ うとす る事 項。

申請が第1条 第1項 第3号 また は 第3条 第1項 第2号 に 関 わ る

関 係 に 基礎 付 け られ る ときは,申 請 人 は事 実 また は証 拠 が 訴 訟 手

続にお いて援 用 されなか った理 由 を記載 しなければ な らない。

申請書 は 申請人 または彼 の代理 人に よって 自署 され なければ な

らない。

申請書 には 申請 人が援用 す る文 書証 拠の原本 または認証謄本 を

添付 しなければ な らな い。

第6条 再 審 の 申請 が却 下 され ない と きは,申 請 書 は それ に添 付 され た

書類 と ともに相 手方に送達 され なければ な らない。相手方 は同時

に説明書[答 弁 書]を 提 出す る よ う命 じ られ な け れ ばな らない。

ただ し申請が理 由の ない もの であ るときは,直 ちに却 下 す る こ と

が で き る。

申請 の審査 が 高等裁判所 におい て行 われ る ときは,第52章 第

8条 な い し第12条 が 適 用 され る。 申請 が最 高 裁 判 所 に よって直

ちに取 り上 げ られ る ときは,第56章 第9条,第IO条 お よ び 第

12条 が適 用 され る。*

裁 判 所 は 異 な る定 め が な され る まで,判 決 の執 行 の ため の それ

以 上 の措 置 を実施 してはな らない 旨命ず るこ とが で きる。

*申 請 を審査す る手 続はほ とん ど例外 なしに書面による。Fitger,s.357.

証 人供述書 は許容 され る。Welamson,s.236,Fitger,s.357.

第7条 再 審 が認 可 され る と きは,裁 判所 は 同時 に事 件 につ い て最 後 に

判決 を した裁判所の もとで事件 が再 び取 り上 げ られ るべ き旨命 じ

なければ な らない。 ただ し,再 審 が 民 事事 件 また は被 告 人 の利益
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の よ りも根 本的 に(vasentligt)軽 い 刑 罰 規 定 に 属 させ る の に

寄 与 した とみ られ るとき,ま た は

2犯 罪 の た め に拘 禁1年 を超 え る定 め が な され て お り
,か つ従

前提 出 され て い なか った事実 または証拠が援用 され ,そ の提 出

が この犯 罪 の ため に 被 告 人 を有 罪にす るこ と,ま たは 犯 罪 を適

用 され た もの よ りも根本 的に厳 しい刑 罰規定 に属 させ るこ とに

導 く相 当な蓋然性 が存す る とき。

第2号 に関 わ る関 係 に基 づ く再 審 は,当 事 者 が 判 決 を宣 告 し

た裁 判 所 の もとで,も し くは 判 決 に対 す る上 訴 に よ って事実 も

し くは証拠 を援用す るこ とがで きなか ったか ,ま た は そ うで な

くと もそ う しなか ったこ とのため の有効 な弁 明 を有 す るこ とに

つ いて相 当な蓋 然性 を証 しなければ認可 され ない
。

*本 条 はわれ われ外 国人法律家 には奇異に感 じられ るが
,立 法 当時 にお

け る国民 の実体 的正 義 を求め る法感情 を反映 したもののようであ る
。

Ekelof,Rattsmedlen,s.116 ,Welamsons.212.本 条の再 審 を求 め る権 利

は,公 訴の もとに属 す る犯 罪につ いては検察官 または被害者が有す る
。

Garde,s.856-7.

第4条 再審の申請 をしようとす る者は,判 決が地方裁判所 によって宣

告 された ときは高等裁判所 に,お よびその他の場合には最高裁判

所に書面でこれをしなければならない。

第1条 第1項 第1号,第2号 または第3号 に関わる関係に基づ

く民事事 件における再審の申請,な らびに被告人の不利益のため

の刑事事件における再審の申請は,申 請人が申請 を基礎付ける関

係 を知 ってか ら1年 内に しなければならない。申請の基礎 として

他人の犯罪行為が援用され るときは,そ の行為に対する判決が確

定力 を取得 した時から期間を算定す ることができる。第1条 第1

項第4号 に関わる関係に基づ く民事事件 におけ る再審は
,判 決が

確定力を取得 した時か ら6月 内に申請 しなければならない。

第5条 申請人は再審申請書に以下各号の事項 を記載 しなければならな
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して犯罪行為 もしくは職務違反のために有責であるか,ま たは

事件 に関する犯罪について代理人,法 定代理人 もしくは弁護人

が有罪である場合で,か つ犯罪または職務違反が事件の結果に

影響 した とみ られるとき,

2法 律専 門家の裁判官 または検察官が除斥 ・忌避事由を有 し,

かつそれが事件の結果に とって意義 を欠 くことが明 らかでない

とき,**

3証 拠 と して援 用 され た文 書 が偽 造 であったか,ま た は証 人,

鑑 定 人 も し くは通 訳 が虚 偽 の供 述 をし,か つ そ の文 書 ま たは供

述 が 結 果 に影響 した とみ られ る とき,

4従 前 に提 出 され て い なか っ た事 実 または証拠が援用 され,***

か つ その 提 出が被 告 人 を無 罪 も し くは適用 された もの よ りも軽

い刑 罰規定 に属す る犯 罪に導 く相 当な蓋然性 が ある とき,ま た

は この よ うに援 用 され た ものお よび その他 の事 情 にか んがみ,

被 告 人 が有 罪 を宣 告 され た犯 罪 を行 ったか否か の問題 を新 たに

審査 すべ き顕著 な理 由が存す る とき,ま た は

5判 決 の基礎 に 存 す る法適 用 が 明 らかに法律 に違 反す るとき。

*検 察官 もこの再 審 を申請す るこ とがで きる。Welamson,s.226,Fit-

ger,s.355.判 決の誤 りが明 白であ るときは一般に検察官か ら再審の申請

がなされているといわれ る。Ekelof,Rattsmedlen,s.12L

**民 事事 件の再審 には本号 に相 当す る規定がない。このような差異を

もたらした決定的な理由は,民 事事件 におけ る相 手方 の利益 の配慮だ と

され る。Welamson,s.215.

***被 告 人 の利益 の ため の再 審 につ いては,他 の再 審 の場 合 と異 な

り,新 しい 訴 訟 資 料 の 提 出 につ い て有効 な弁 明は必要 とされない。

Welamson,s.213,Fitger,s.355.

第3条 刑事事件における判決が確定力を取得 した後,再 審は以下各号

の場合に被告人の不利益のために認可 され うる*

1第2条 第1号 または第3号 に関わる関係が存在 し,か つそれ

が被告人 を無罪にし,ま たは犯罪を適用 されるべ きであったも
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1裁 判 所 の構 成 員 も し くは裁 判 所 の職 員が
,事 件 に 関 して犯 罪

行 為 も し くは職 務 違反 のため に有責 であ るか ,ま た は事 件 に 関

す る犯 罪 に つ い て代理 人 もし くは法定代理 人が有 罪であ る場合

で,か つ 犯 罪 ま たは職 務 違 反 が 事 件 の結果 に影響 した とみ られ

る(kan…antagas)と き,*

2証 拠 と して援 用 され た文 書 が 偽 造 であ ったか
,ま た は真 実 保

証 の も とで尋 問 され た当事 者,証 人 ,鑑 定 人 も し くは通 訳 が虚

偽 の供 述 をし,か つ そ の文 書 ま たは供 述 が 結 果 に影響 した とみ

られ る とき,

3従 前 に提 出 され て い な か っ た事 実 または証拠 が援用 され
,か

つ その提 出が他 の 結 果 に導 く相 当 な蓋然性 が あ るとき
,ま た は

4判 決 の基 礎 に 存 す る法 適 用 が 明 らか に法律 に違 反す る とき
。

第3号 に関 わ る関 係 に基 づ く と きは,彼 が 判 決 を宣 告 した裁 判

所 の も とで,も し くは判 決 に対 す る上 訴 に よ って ,事 実 も し くは

証 拠 を援 用 す る こ とが で きなか ったか ,ま た は そ うで な くと も彼

が そ う しなか った ことのための有効 な弁 明**を 有 す る こ とを相 当

な蓋 然 性 を もっ て証 しなければ再審 は認可 され ない。

*刑 事 責任 に関す る法文 の表現 は裁判所の構成員 ・職貝 と代理人 ・法定

代理人 とでやや異なるが,全 く同一 の趣 旨で ある。判決 との因果関係に
つ い ては解 釈 上 争 いが あ るが,そ の 証 明 度 が か な り低 い(kan…

antagas)の で稀 に しか問題 に な らない だろ うといわれ る。 なお,参 審

員には公的雇用 に関す る法律(1944:260)一 公務 員法一 が適用 され な い

か ら,そ の職務 違反 は再審事 由にな らない。Welamson,s.213-5.

**有 効 な弁 明の強度は事 件 によ り異なる。非処分主義訴訟においては

しば しば極めて低 く,場 合 に よって は全 く要求 され ない。例 えば明らか
に誤った父性の判断の場合など。Fitger ,s.353.な お,Weiamson,s.

218.

第2条 刑事事件における判決が確定力 を取得 した後,再 審は以下各号

の場合に被告人の利益のために認可 され うるL-

1裁 判所の構成貝,裁 判所の職員 もしくは検察官が
,事 件に関
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所 に そ の 審 査 の た め に 回 付 す る こ とが で き る。**

*旧 法15条 に相 当。

**本 条 の実 務 的 意 義 は疑 問 視 され て い る。 大 部 分 の 当事 者 は地 方 裁 判

所 の 判 決 に 対 す る上 訴 権 を失 うこ とを欲 しな い だ ろ う。 また,こ の 契 約

が 締 結 され て い て も最 高裁 判 所 が 審 査 許 可 を与 え な い場 合 が あ り うる。

これ で は 当 事 者 は バ ター を売 っ て代 金 を失 う結 果 に な る と批 判 され る。

Welamson,s.181.

第14条*第13条 に よ り回付 され た 問 題 は,最 高 裁 判 所 が 審 査 の 許 可

を与 え る こ とな しには最 高裁判所の審査 に属 しない。 この ような

許可 は第54章 第11条 第1項 に 関 わ る先 例 問題 に 関 す る範 囲での

み与 えられ る。

審査 許可 の問題 は 当事 者(parterna)に 意 見 を述 べ る機 会 を与

え る こ とな しに審査す るこ とがで きる。

*旧 法 第16条 に相 当。

第15条*第14条 に よ る審査 許 可 を与 え る と きは,最 高 裁 判 所 は 第7

条z第9条 お よび 第11条 の 規 定 を適 用 して 先 例 問題 を審 査 しな

ければな らない。

*旧 法17条 に相 当。

第57章 直接 に取 り上げられる事件について

第1条 最高裁判所に よって直接に取 り上げ られ るべ き事件 につ いて

は,第53章 が適用されなければならない。

第7編 特別上訴について

第58章 再審および期間回復 について*

*1994年 の上訴制度に関する法改正において,本 章の規定は11条 を除

いては全 く触れられず,従 前のままである。

第1条 民事事件における判決が確定力を取得 した後,当 事者のいずれ

かの利益のために以下各号の場合には再審が認可されうる
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のための理由が存す るときは,書 面の交換 を行 うことな くこの問

題 を取 り上げることができる。

*旧 法11条 に相当。

第11条*最 高裁判所の訴訟手続については,そ の他に第52章 第11条

ない し第13条 お よび第55章 第12条 第1項 が適用 されなければ

ならない。

第52章 第13条 第1項 の適用に当たっては,事 ・件の一緒の取扱

いは第50章 または第51章 による代 わ りに第55章 によ り行 われ

なければならない。

*1項 は旧法12条 に相当。

第12条*第8章 第8条 による上訴の問題 につ いては第1条 ない し第

13条 が以下各号の乖離 をもって適用 される一 一

1上 訴人は弁護士会に自己の書面を提 出しなければなちない
。

書面は上訴人が決定 を受領 した 日か ら4週 間内に弁護士会に提

出 しなければならない。

2特 段の理由が異なる結果に導かない ときは,上 訴人,お よび

上訴が法務監察長官によってなされるときは被 上訴人 も最高裁

判所において口頭で聴かれなければならない。

3弁 護士会内の決定 を行 った機関は説明=書を提 出し,か つ当事

者が 口頭で聴かれることに関連 して意見 を述べ る機会 を与えら

れなければならない。

4弁 護士会による上訴却下の決定に対 しては,最 高裁判所に上

訴す ることがで きる。その際には第1号 の規定が適用 されなけ

ればならない。

*旧 法14条 に相当。

第13条*当 事者(parterna)が 地方裁判所の判決に対 し上訴 しないこ

とについて第49章 第2条 に関わる契約 を締結 した ときは,地 方

裁判所は当事者の同意をもって事件におけ るある問題 を最高裁判
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あるときは,最 高裁判所は上訴人に欠訣の補正 を命 じなければな

らない。

上訴人がこの命令 を遵守 しない場合,上 訴状が重大な支障な く

最高裁判所におけ る訴訟手続の基礎に置 くことができないほ ど不

十分なものであるときは,上 訴は却下 されなければならない。

*旧 法7条 に相当。

第7条*最 高裁判所が上訴に関 して被上訴人を聴 くべ きもの と認め る

ときは,上 訴状は一定の期間内に書面で答弁すべ き旨の命令 とと

もに彼に送達 されなければならない。

*旧 法8条 に相当。

第8条*被 上訴人は答弁書において,上 訴人が主張 した上訴の理由に

関す る意見を述べ,か つ彼 自身が主張 しようとす る事実を述べ な

ければならない。

答弁書はこの当事者が援用す る証拠および各証拠によって立証

すべ き事項に関す る情報 を包含 しなければならない。従前提 出さ

れていなか った文書証拠は答弁書 と同時に最高裁判所に提出しな

ければならない。

*旧 法9条1,2項 に相当。

第9条*必 要があ るときは,最 高裁判所はそれ以上 の書面の交換につ

いて決定す ることがで きる。最高裁判所はさらに書面交換に関す

る詳細な定めをし,か つその際にいかなる点について当事者が意

見を述べ るべ きかについて定め ることがで きる。当事者は特段の

理 由が存す るときにのみ1通 よ り多 くの書面の提 出 を命 じられ

る。

*旧 法10条 に相当。

第10条*審 査許可が必要であ り,か つ被上訴人が上訴に関 して聴かれ

たときは,最 高裁判所は書面の交換が終了 した後にこの ような許

可が与えられるべ きか否かについて決定 しなければならない。そ
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判所の決定に対 し上訴 しようとする者はまず上訴の通知 をしなけ

ればならないことが導かれる。

*旧 法1条 に相当。

第2条*遅 れて提起 された上訴は,高 等裁判所に よって却下 され なけ

ればならない。ただし,上 訴期間内に最高裁判所に提起 されてい

る上訴は却下 してはならない。

*旧 法3条 に相当。

第3条*上 訴状は以下各号の事項 に関する情報 を包含 しなければなら

ない

-
⊥

9
徽

つ
」

4

上訴がなされる決定,

申し立て られる決定の変更,

上訴の理由,

審査許可が必要であるときは,こ のような許可が与 えられる

べ きことを支持す るために援用する事実
,な らびに

5援 用する証拠お よび各証拠によって立証すべ き事項。

従前提出 しなかった文書証拠は上訴状 と同時に提出 しなければ

ならない。

*旧 法4条1項 ないし3項 に相当。

第4条*上 訴が第2条 によ り却下 されない ときはa高 等裁判所は最高

裁判所に上訴状および上訴の審査上意義 を有する事件 におけ るそ

の他の書類 を送付 しなければならない。

*旧 法5条 に相当。

第5条*上 訴事件 を審査に取 り上げ ることにつ いてそれが遅れて提起

されたこと以外の障害が存す るときは,最 高裁判所 は上訴 を直ち

に却下す ることができる。

*旧 法6条 に相当。

第6条*上 訴状が第3条 第1項 第1号 ない し第3号,第5号 もし くは

第2項 の規定 を充足 しない とき,ま たはその他 の仕方で不十分で
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*旧 法14条 参照。

**最 高裁判所 におけ る信頼規 定で ある。

第15条*最 高裁 判所 にお け る訴 訟 手 続 につ いては,そ の他 に以 下 の規

定 が 適 用 され な けれ ばな らない

1民 事 事 件 に つ い て は 第50章 第10条 第3項,第4項,第12

条,第14条 な い し第22条,第24条 お よび 第25条 第1項,第

2項,お よび

2刑 事事 件 につ い て は 第51章 第8条 第4項,第10条 第3項,

第4項,第12条,第14条 な い し 第22条,第23条a,第24

条,第25条 お よ び第30条 。

地 方 裁 判 所 の 判決 の破 棄 お よび差戻 しにつ いて民事事 件 に関す

る第50章 第26条 ない し第29条iお よび刑 事 事 件 に関 す る第51

章 第26条 ない し第29条 に述 べ る とこ ろは,下 級 の裁 判 所 の判 決

につ い て最 高 裁判所 に も適用 され る。

*旧 法15条 参照。

第56章 決定に対する上訴および先例問題の回付について

第1条*高 等裁判所の決定に対 し上訴 しよ うとする者は,書 面 でこれ

をしなければならない。書面は高等裁判所に提 出しなければなら

ない。

書面は決定が告知 された日か ら4週 間内に高等裁判所に提出し

なければならない。ただし,訴 訟手続中の決定が集会の際に告知

されず,か つ集会の際に決定が何時告知 されるかが通知 されなか

ったときは,上 訴期間は上訴人が決定 を受領 した日か ら算定 しな

ければならない。あ る者の勾留,勾 留の継続,第24章 第5条a

による制限の許可または旅行禁止の命令 に関す る決定に対する上

訴には期間の制限がない。

第49章 および第54条 第4条 か ら,若 干の場合において高等裁
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判所 の判 断 で理 由付 け るか,ま たは 下 級 の 裁 判所(lagreratt)

の判 決 を破 棄 し,か つ 取 扱 い を続 行 させ る ため に事 件 を下級 の裁

判所 に差 し戻 す こ とが で きる。

先例 問題 は第17章 第5条 第2項 に 関 わ る以 外 の 場 合 に お い て

も判決 に よって判断す るこ とが で きる。

*旧 法12条aに 相 当。

第13条 継*最 高 裁 判 所 の 民事 事 件 に お い て 当事 者 は,従 前提 出 さ れ

て い なか っ た事 実 または証拠 をy彼 が下 級 の 裁 判 所 に お い て そ の

事 実 もし くは証拠 を援用す るこ とがで きなか ったか,ま た は そ う

で な くと もそ う しなか ったため の有効 な弁 明 を有 す るこ とを相 当

の蓋然性 を もって証 した ときにのみT自 己 の上 訴 を支 持 す る ため

に援 用 す るこ とが で きる。

最 高裁 判所 において相 殺の 申立てが初 め て提 出 され,か つ そ れ

が事 件 にお い て支 障 な しに審査 で きない ときは,こ の 申立 て を却

下 す る こ とが で き る。

*旧 法13条 に相 当。

**本 条は形式的に は50章25条 と大部分合致す るが,立 法 者の 見解 は

最 高裁 判所 において新 たな事実または証拠 を援用す る可能性 は,高 等裁

判所 におけ るよ りも少 ないとするものである。Garde,s.840,Welam-

son,S.176,Fitger,s.343.

第14条 継*あ る事実に関す る下級の裁判所における本 口頭弁論の際,

証人,鑑 定人もしくは真実保証の もとでの当事者の尋問が裁判所

の前で行 われtま たは現場検証が実施 されaか つ最高裁判所にお

ける判断 もこれ らの証拠の信頼性に依存するときは,高 等裁判所

が地方裁判所の判決 を本 口頭弁論で証拠 を取 り調べ ることなしに

変更できた部分についてのみs高 等裁判所の判決 を変更す ること

ができる。ただ しこのような変更は,被 告人の利益であるとき,

または証拠の価値が高等裁判所が認めた もの と異なる特段の理由

が存す るときは行 うことができる。
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第10条*最 高裁判所 は上訴人に答弁書 を送付 しなければならない。訴

追のために意義 を有 しない被害者 または証人の年齢,職 業および

住所 に関す る情報は,公 訴にかかる事件の被告人に送付 され る書

類か ら明 らかにされてはな らない。

必要があるときは,最 高裁判所はそれ以上の書面の交換 を命ず

ることがで きる。最高裁判所はさらに書面交換に関す る詳細な定

めをし,そ の際いかなる点について当事者が意見を述べ るべ きか

について も定めることができる。当事者は特段の理由が存すると

きにのみ1通 より多くの書面の提 出を命 じられ る。

*旧 法10条 に相当。

第11条*最 高裁判所は本 口頭弁論なしに以下各号の事項について判断

す ることがで きる

1先 例問題**

2最 高裁判所が第12条 の規定の支持 をもってその余の判断 を

最高裁判所の判断で実質的に(ialltvasentligt)理 由付ける事

件,

3高 等裁判所によって直接に取 り上 げられた事件,ま たは

4最 高裁判所の全体部 または12人 の構成員によって判 断され

るべ き事件 または事件 におけ るこのような問題。

その他,最 高裁判所における本 口頭弁論 なしの事件の判断につ

いては,民 事事・件 については第50章 第13条,お よび刑事事件に

ついては第51章 第13条 が適用 されなければな らない。

*旧 法12条 に相当。

**先 例問題とは,そ の審査が法適用の指導のために重要であるような

事件における問題(54章11条)で ある。Welamson,s.162.

第12条*最 高裁判所が第54章 第11条 または第12条 の規定 を適用 し

て先例問題 を審査 した場合,そ れ以上の審査が要求 され る とき

は,事 件のその余に関する自己の判断の全部 または一部 を高等裁
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民事事件 において高等裁判所が仮差押 えもしくはその他 の第

15章 による措置に関する申立て を却下 し,も しくは この よ うな

措置の決定 を取 り消 し,ま たは刑事事件において第26章 ない し

第28章 に関わる措置に関す る申立てを却下 し,も しくは この よ

うな措置の決定 を取 り消 したときは,最 高裁判所は直ちに当分の

間妥当す る措置を認可することができる。高等裁判所がこの よう

な措置 を認可 し,ま たは判決が確定 力を有 しないに も拘 らず執行

できる旨宣言 し,も しくはこれに関する地方裁判所の決定 を確定

したときは,最 高裁判所は直ちに高等裁判所 または地方裁判所の

決定は当分の間執行す ることが できない旨決定す るこ とが でき

る。勾留 または旅行禁止の問題 については,最 高裁判所は被上訴

人を聴 くこ とな しに も高等裁判所の決定 を変更す るこ とがで き

る。

*旧 法8条 に相当。

第9条*被 上訴人は答弁書において,上 訴人が主張 した上訴の理 由に

関す る見解 を述べ,か つ被上訴人自身が主張 しようとす る事実 を

述べなければならない。上述 したところは,民 事事件において上

訴人の申立てが認諾されたときは適用 されない。

答弁書は,こ の当事者が援用 しよ うとす る証拠および各証拠に

よって立証すべ き事項に関する情報 を包含 しなければならない。

最高裁判所において援用す る事実 または証拠が従前提出されてい

なかったものであるときは,民 事事件における当事者はその理由

を説明 しなければならない。従前提出されていなかった文書証拠

は,答 弁書 と同時に最高裁判所 に提出 しなければならない。当事

者はまた最高裁判所の口頭弁論の際被上訴人または刑事事件にお

いて被害者 もしくは被告人が 自身出頭す ることを欲するときは,

答弁書にその旨を記載 しなければならない。

*旧 法9条1,2項 に相当。
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ず執行で きる旨の決定の取消 しに関す る申立て,刑 事事件におい

て被告人の勾留,第25章 ないし第28章 に関わる措置 もしくはこ

のような措置の決定の取消 しに関する申立てのように即時の審査

を要求す る申立てが述べ られているときは,書 類は直ちに送付 し

なければならない。

*旧 法5条 に相当。

第5条*上 訴が遅れて提起 されたこと以外に上訴 を審査に取 り上げる

ことに対す る障害が存す るときは,最 高裁判所は直ちに上訴 を却

下 しなければならない。

*旧 法6条 に相当。

第6条*上 訴状が第3条 第1項 第1号 ない し第3号,第5号 もしくは

第3項 の規定を充足 しないとき,ま たは他の仕方で不十分である

ときは,最 高裁判所は上訴人に欠訣 を補正するよう命 じなければ

ならない。

上訴人が この命令 を遵守 しない場合,上 訴状が重大な支障な く

最高裁判所の審理の基礎に置 くことができないほど不十分なもの

であるときは,上 訴は却下されなければならない。

*旧 法7条 に相当。

第7条*審 査許可が必要であるときは,最 高裁判所 はこのような許可

が与えられるべ きか否かについて決定 しなければならない。その

ための理 由が存するときは,書 面の交換が行 われていないにも拘

らずこの問題 を取 り上げ ることができる。

*旧 法11条 に相当。

第8条*第7条 か ら異な る結果が生 じないときは,上 訴状は所定の期

間内に書面で答弁すべ き旨の命令 とともに被上訴人に送達 されな

ければならない。訴追のために意義 を有 しない被害者 または証人

の年齢,職 業および住所に関する情報は,公 訴にかか る事件の被

告人に送達 される書類か ら明 らかにされてはならない。

(136)119



神奈川大学法学研究年報16

第2条*遅 れて提起 された上訴は,高 等裁判所に よって却下されなけ

ればならない。ただし,上 訴が上訴期間内に最高裁判所に提起 さ

れているときは却下 してはならない。

*旧 法3条 に相当。

第3条*上 許状は以下各号に関す る情報 を包含 しなければならない一

1上 訴がなされる判決,

2上 訴 される判決の部分および申し立てられる判決の変更,

31.訴 の理 由および上訴人の見解によれば高等裁判所の判決理

由の どの点が不当であるか,

4審 査許可が必要であるときは,こ のような許可が与えられる

べ きことを支持するために援用す る事実,お よび

5援 用する証拠および各証拠によって立証すべ き事項。

最高裁判所において援用す る事実 または証拠が従前提 出されて

いなかったときは,民 事事件におけ る上訴人はその理由を説明 し

なければならない。従前提出されていなか った文書証拠は,上 訴

状 と同時に提出 しなければな らない。上訴人はまた,最 高裁判所

の本 口頭弁論の際被上訴人または刑事事件 において被害者 もしく

は被告人が 自身出頭す ることを欲するときは,そ の旨を述べなけ

ればならない。

刑事事件において被告人が逮捕 または勾留 されているときは,

その旨を述べなければならない。

*旧 法4条1項 ないし4項 に相当。

第4条*L訴 が第2条 に より却下 されない ときは,高 等裁判所は上 訴

期間の経過後最高裁判所に上訴状および事件におけるその他の書

類を送付 しなければならない。刑事事件 において被告人が勾留さ

れているとき,ま たは上訴状に民事事件 において仮差押えの申L

て,こ のような措置の決定,判 決が確定力を取得 しないに も拘 ら
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*旧 法13条 に相 当。

第15条*高 等裁 判所 の決 定 が 第3条 第2項,第6条,第7条 また は 第

8条 に よ り上 訴 す る こ とが で きな い ときは,決 定 は これ に 関 す る

情 報 を包 含 しなけれ ばな らない。

最高裁判所 におけ る審査許可 が必要 とされ る ときは,高 等 裁 判

所 の 判 決 ま た は決 定 は この こ とお よび第10条 の 内容 に 関 す る情

報 を包含 し なけ れば な らない。

*旧 法14条 に相 当。

第16条*当 事 者 が 第15条 第1項 に よ る情 報 が 誤 って い る と考 え る と

きは,彼 は この 決 定 に対 す る上 訴 に関 連 して,最 高 裁 判 所 が上 訴

す る権 利 の 問 題 につ いて審査す るよう求 め るこ とがで きる。 その

他 の場合 においては,こ の 問題 は最 高裁 判 所 に よ って 審査 され な

い 。

*旧 法第15条 に相当。

第17条*高 等裁判所が上訴の通知の届出,故 障の申立て,事 件の再取

上げに関する申立て,ま たは高等裁判所の判決 もしくは決定に対

す る上訴を却下する決定 に対 しては,上 訴す ることができる。 こ

のような届出もしくは申立てがなされたか否か,ま たは上訴が正

当な期間内に提起 されたか否かに関す る問題は,そ れ以外には最

高裁判所によって審査 されない。

*旧 法16条 に相当。

第55章 判決に対する上訴 について

第1条*高 等裁判所の判決に対 し上訴 しようとす る当事者は,書 面 で

これをしなければならない。書面は高等裁判所に提 出しなければ

ならない。書面は判決が宣告 された日か ら4週 間内に高等裁判所

に提出 しなければならない。

*旧 法1条 に相当。
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3上 訴 される判決 または終局的決定に対する上訴に関連 しての

み上訴す ることができる上訴された決定。

審査許可が与えられず,か つ許可の問題に関す る停止が宣言さ

れない範囲において高等裁判所の判決 または終局的決定は確定す

る。 これに関する情報は最高裁判所の決定の中に記載されなけれ

ばならない。

*旧 法11条 に相当。

第12条*第9条 第2項 に関わる上訴の際,事 件が地方裁判所の もとに

提起 された ものであるときは,最 高裁判所は事件の審査 をある先

例問題に制限す る旨決定することができる。

第1項 に関わる決定は,こ れに異なる定めがなされるまでの間

妥当するもの として発す ることがで きる。 このような決定はi審

査許可に関する決定のために適用 される規定によ り作成 され る。

本項による決定が発せ られるときは,事 件のその余の部分 は停止

され る。

最高裁判所が事件 を審査 しない範囲において高等裁判所の判決

または終局的決定は確定す る。 これに関する情報は審査 を拒否す

る決定の中に記載 しなければならない。

*旧 法11条aに 相当。

第13条*審 査許可 を与えるべ きか否かの判断にあたっては,上 訴人が

援用 した事実のみを掛酌す ることを要する。

*旧 法12条 に相当。

第14条*上 訴が終局的でない高等裁判所の決定で,か つ地方裁判所の

もとに提起 された訴訟 または案件においてなされた ものに関わる

ときは,第9条 ない し第13条 が適用 されなければならない。 た

だし,最 高裁判所が高等裁判所の判決 または終局的決定に対する

上訴に関連 して第11条 第3項 によ りこの決定に も妥 当す る審査

許可 を与えたときは適用 されない。
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第10条*審 査 許 可 は以 下 各 号 の場 合 に の み 与え られ る

1上 訴 が最 高裁 判 所 に よ って 審査 され るこ とが法適 用の指導の

ために重要 であ る とき,**ま たは

2再 審 も し くは 重 大 な訴 訟 手 続 違 反の事 由が存在す るか,ま た

は高 等 裁 判 所 にお け る事 件 の結果が 明 らか に重大 な不 注意 もし

くは重大 な錯 誤***に 基づ く もの で あ る よ うな最 高 裁 判 所 にお

け る審査 の ための顕著 な理 由が存す る とき。

審査 許 可 が2つ ま た は よ り多 くの 同種 の事 件 につ いて要求 さ

れ,か つ 最 高 裁 判 所 が そ の1つ に つ い て 審査 許 可 を与 え る と き

は,審 査 許 可 は その 余 の事 件 につ い て も与 えるこ とがで きる。

*旧 法10条 に相 当。

**1項1号 は先 例 許 可(prejudikatdispens)と よばれ る。 この許 可

は高等裁 判所 の法適用が誤っていたことを前提 としない。Ekefofrs.98,

Welamson,s.X65,Fitger,s.336.

***2号 は特別許 可(extraordinardispens)と よばれ る。Welam-

son,s.1fi6.

第11条*審 査許可はy法 適用の指導のためにそのe?が 重要 な事件 に

おけ る若干の問題(先 例問題)ま たは事件の一部に妥当す るよう

制限す ることができる。

第1項 によ り制限 された審査許可に従 って審査が行われる間,

最高裁判所は事件のその余の部分に関す る審査許可の付与の問題

の全部 または一部 を停止する旨宣言することがで きる。

第1項 に関わるような制限なしに与えられた審査許可は,以 下

各号の事項に妥当する

1当 事者が判断に対 し上訴 した範囲におけ る判決 または終局的

決定,

2判 決に取 り入れ られた決定 または終局的決定 で,か つ代理

人,証 人,鑑 定人またはその他の高等裁判所における当事者 も

しくは参加人でなかった者に関 しない上訴された決定,
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第7条*高 等裁判所が,地 方裁判所が事件 を取 り上げる権 限 を有 した

と認めた ときは,地 方裁判所の権限に対する異議が上訴の際上級

の裁判所において職権で顧慮すべ き事実に基づ くときにのみ
,高

等裁判所のこれに関する決定に対 し上訴す るこ とができる。

*旧 法7条 に相当。

第8条*決 定に対 しては,高 等裁判所が以下各号の決定 をしたときは

上訴することができない一

1地 方裁判所の裁判官に対す る除斥 ・忌避の問題 を審査 したと

き,

2高 等裁判所に 上訴 された第49章 第5条 第7号
,第9号 また

は第7条 に関わる問題 を審査 したとき,ま たは

3審 査許可 を与えた とき。

*旧 法8条 に相当。

第9条*審 査許可は,最 高裁判所が地方裁判所**の もとに提起 された

訴訟または案件に関す る高等裁判所の判決 または終局的決定 を審

査するために要求 され る。***こ のような訴訟 または案件に直接

に関連す る案件 におけ る高等裁 判所 の終局 的決定 について も第

17条 に関わる決定 を除 き同様 である。

第1項 は検事総長,法 務監察長官 または国会 オンブズマ ンによ

ってなされる公訴にかかる事件 におけ る上訴につ いては適用され

ない。

*旧 法9条 に相 当。

**そ の 決 定 が 高等 裁 判 所 に上 訴 で きる全 て の公 的機 関 は地 方 裁 判 所 と

同視 され る(訴 訟 手 続 法 施 行 法(1946:804)21条)
。Fitger,s.336.

***審 査 許 町の 審査 一 許 可 審 査(tillstandprovning)と よ ば れ る一 は

1人 の裁 判 官 で行 うこ とが で き,3人 よ り多 くの裁 判 官 が 関 与 す る こ と

は で き な い(3章6条4項)。 許 可 審 査 の 決 定 は理 由 付 け を要 しな い
。

そ うで なけ れ ば,最 高 裁 判 所 の 負 担 軽 減 とい う許 可 審 査 の 目的 を達 す る

こ とが で き な いか らで あ る。Welamson
,s.170,173.
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第3条*異 なる定めが ないときは,高 等裁判所 の終局的決定 に対 し上

訴す ることができる。ただ し,当 事者が終局的決定によって判断

された事件の再取上げの申請 をす る権利 を有す るときは,彼 は決

定に対 し上訴す ることができない。

高等裁判所が事件 を下級裁判所に差 し戻す決定に対 しては,高

等裁判所の審査が事件の結果に影響す る問題の判断を包含すると

きにのみ上訴す ることがで きる。

公共弁護人への補償 に関す る上訴された問題についての高等裁

判所の決定に対 しては上訴す ることができない。ただ し,高 等裁

判所は第10条 第1項 第1号 によ り審査許可が与えられ るべ きか

否かを審査するための特段の理由が存す るときは,決 定に対す る

上訴 を認め ることができる。

*旧 法2条,2条a,6条 に相当.

第4条*地 方裁判所の決定に対する上訴について第49章 第4条 ない し

第6条,第8条 および第11条 に述べ るところは,終 局的 でない

高等裁判所の決定に対する上訴の際,上 述の各条に関わ り,か つ

高等裁判所において生 じた,ま たはそこに上訴 された問題につ い

て適用 されなければならない。

*旧 法3条 に相当。

第5条*第3条 または第4条 に述べた場合以外における高等裁判所の

決定については第49章 第3条 第2項 お よび第9条 が適用 される・

*旧 法4条 に相当。

第6条*高 等裁判所 が勾留,第24章 第5条aに よる制限の許可 もし

くは旅行禁止の申立て を棄却 し,ま たは勾留,第24章 第5条a

による制限の許可 もしくは旅行禁止に関す る決定を取 り消 したと

きは,そ の決定に対 しては高等裁判所の判決 または終局的決定に

対す る上訴に関連 してのみ上訴す ることがで きる。

*旧 法5条 に相当。
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いる1週 間の期 間の代わ りに,2週 間の期間が適用 されなけれ

ばならない。

4罰 金以外の制裁 を課する理由が存 しないときは
,高 等裁判所

は本 口頭弁論な しに事件につ いて判断す ることがで きる。この

ような場合においては第51章 第14条 が適用 され る。

第6編 最高裁判所のもとでの訴訟手続について

第54章 高 等 裁 判 所 の 判 決 お よび 決定 に対 する上訴 の権利 につ いて

第1条*異 な る定 め が な い と きは,高 等 裁 判 所 の 判 決 に対 し上 訴 す る

こ とが で きる。**

第17章 第5条2項 に 関 わ る場 合 に お い て 高 等 裁 判所 が判決 を

す る ときは,高 等 裁 判 所 は事 情 に か ん が み 判 決 に対す る上訴 が別

個 にな され るべ きか3ま た は高 等 裁 判 所 の終 局 的 判 断 に対す る上

訴に関連 してのみ な され るべ きか を定め る。

欠席判決 を与 え られた者 は,判 決 に 対 し上 訴 す る こ とが で きな

い。 この よ うな判決 のゆえに故障 を申 し立て る彼の権 利 に関す る

規定 は,第44章 第9条 お よび 第53章 第1条 に 存 す る。

*旧 法1条1項,4項 ,1条aに 相 当。

**最 高 裁 判所 に対 す る上 訴 につ い て は,附 帯 上 訴(anslutningsk-

lagan)が ない こ とに留意すべ きであ る。Welamson,s.154,176.

第2条*当 事 者 が 書 面 で,現 に 発 生 して い る紛 争 ま た は一 定 の法律 関

係 に起 因 しうる将来 の紛争 に関連 してな され る判決 に対 し上 訴 し

ない 旨契約 した場合,本 案 につ い て和 解 が 許 容 され る ときは,契

約 は有 効 で あ る。 ただ し,紛 争 の発 生 前 に締 結 され た契 約 は,第

1章 第3条d第1項 に関 わ る事 件 に つ い ては効 力 を有 しない。

判 決が下 され た後 にな された上 訴 しない 旨の約 束は,本 案 につ

い て和 解 が許 容 され る ときは有効 であ る。

*旧 法1条2,3項 に相.i.。
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で,か つ 判 決 に対 す る上 訴 もな され てい るもの に対 し上 訴 した と

きは,高 等裁 判所 に お け る事 件 は 第50章 ま たは 第51章 に よ り一

緒 に取 り扱 わ なけ れ ば な らない。

第1項 は,代 理 人,弁 護 人,証 人,鑑 定 人 また は そ の他 の地 方

裁 判 所 におけ る当事 者 もし くは参加 人でなか った者 に関す る決定

につ いては適用 され ない。

*新 設の 条文。 旧法13条 に相 当す る規定は ない。

第53章 直接に取 り上げられる事件 について*

*本 章は高等裁判所を第一審とする事件に関する。本章については条文

の位置の変更はない。

第1条 高等裁判所によって直接に取 り上げられるべ き民事事件につい

ては第42章 ない し第44章 における地方裁判所の もとでの訴訟手

続に関す る規定が適用 されなければならない。

第2条 高等裁判所によって直接に取 り上げられるべ き刑事事件につい

ては第45章 ない し第47章 における地方裁判所の もとでの訴訟手

続に関す る規定が,以 下の乖離 をもって適用され る

1高 等裁判所 は検察官に召喚状の発行 を委ねることがで きな

い 。

2高 等裁判所は召喚状において被告 人に一定の期間内に書面で

答弁す るよう命 じなければならない。高等裁判所は検察官に答

弁書 を送付 しなければならない。必要があるときは,高 等裁判

所はそれ以上の書面の交換 を決定することができる。高等裁判

所はさらに書面交換に関する詳細な定めをし,そ の際いかなる

点について当事者が意見を述べ るべ きかについて定め ることが

できる。

3若 干の場合 におけ る本 口頭弁論の施行 につ いては,第45章

第14条,第46章 第11条 お よび第47章 第22条 に定め られて
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*旧 法8条 に相当。

第9条*必 要があるときは,高 等裁判所 はそれ以上の書面の交換 を決

定することができる。高等裁判所は さらに書面交換に関す る詳細

な定めをし,か つその際いかなる点について当事者が意見 を述べ

るべ きかについて定めることができる。当事者は特段の理由が存

す るときにのみ1通 より多 くの書面の提 出を命 じられる。

*旧 法9条 に相当Q

第10条*審 理許可が必要 であ りyか つ被上訴人がL訴 について聴かれ

た ときは,高 等裁判所は書面の交換が終了 した後に,こ のような

許可が与えられるべ きか否かについて決定す る。そのための理由

が存するときは,書 面の交換 を行 うことな くこの問題 を取 り上げ

ることカぜできる。

*旧 法第9条aに 相当。

第11条*事 件 におけ る調査上当事者 またはその他 の者 を口頭で尋問す

ることが必要 であるときは,高 等裁判所はそれについて適切な仕

方で決定す ることができる。高等裁判所は逮捕 または勾留 されて

いる者が尋問に出頭すべ き旨決定 しなければならない
。

第43章 第8条 第4項 に述べ るところは第1項 による尋問につ

いて も適用 される。

高等裁判所が裁判所に 自身出頭 していない者を勾留することを

決定 したときは,第24章 第17条 第3項 および第4項 が適用 され

なければならない。

*旧 法10条 に相当。

第12条*上 訴は高等裁判所の終局的決定がなされる前には取 り下げる

ことカ1できる。

*旧 法12条 に相当。

第13条*当 事者 または参加人が,判 決の中に取 り入れ られた決定 また

は判決に対する上訴に関連 してのみ上訴す ることが で きる決定
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高等裁判所における訴訟手続の基礎に置 くことができないほ ど不

十分な ものであるときはT上 訴は却下されなければならない。

*旧 法6条 に相当。

第7条*高 等裁判所が上訴について被上訴人を聴 くべ きもの と認め る

ときは,彼 に一定の期間内に書面で答弁すべ き旨の命令 とともに

上訴状 を送達 しなければならない。

被上訴入に意見を述べ る機会 を与えることなしには,彼 の権利

に関する限 り上訴された決定 を変更す ることはできない。

地方裁判所が民事事件 において仮差押 えまたはその他 の第15

章 による措置に関する申立て を棄却 し,も しくはこの ような措置

に関す る決定 を取 り消 し,ま たは刑事事件において第26章 ない

し第28章 に関わ る措置に関す る申立て を棄却 し,も しくはこの

ような措置 を取 り消 した ときは,高 等裁判所は当分の間妥当す る

措置を直ちに認可す ることができる。地方裁判所がこのような措

置 を認可 し,ま たはこの決定が確定力を取得 していないに も拘 ら

ず執行できる旨宣言したときは,高 等裁判所は地方裁判所の決定

が当分の間執行することができない旨直ちに決定す ることがで き

る。高等裁判所はまた勾留,第24章 第5条aに よる制 限の許可

または旅行禁止の問題については,被 上訴人を聴 くことなしに地

方裁判所の決定 を変更することができる。

*旧 法7条 に相当。

第8条*被 上訴人は答弁書 において上訴人が主張 した上訴の理由に関

す る意見を述べ,か つ彼 自身が主張 しようす る事実 を述べなけれ

ばならない。

答弁書は当事者が援用す る証拠および各証拠 によって立証すべ

き事項に関す る情報 を包含 しなければならない。従前提出されて

いなかった文書証拠は答弁書 と同時に高等裁判所に提出 しなけれ

ばならない。
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る。*

*旧 法1条 に相当。

第2条*遅 れて提起 された上訴は,地 方裁判所 によって却下 され なけ

ればならない。ただ し,上 訴が上 訴期間内に高等裁判所に提起 さ

れているときは却下 してはならない。

*旧 法2条 に相当。

第3条*上 訴状は以下各号の情報 を包含 しなければならない

1上 訴がなされる決定,

2申 し立てられ る決定の変更,

3上 訴の理由

4審 査許可が必要 であるときは,こ のような許可が与えられる

べ きことを支持するために援用す る事実,お よび

5援 用す る証拠および各証拠によって立証すべ き事項

従前提 出されていなかった文書証拠は上訴状 と同時に提出 しな

ければならない。

*旧 法3条1,2項 に相当。

第4条*上 訴が第2条 によ り却下 され ないときは,地 方裁判所は高等

裁判所に上訴状および上訴の審査上有意義な事件におけるその他

の書類 を送付 しなければならない。

*旧 法4条 に相当。

第5条*上 訴事件 を審査に取 り上げることに上訴が遅れて提起 された

こと以外の障害が存す るときは,高 等裁判所は上訴 を直 ちに却下

することがで きる。

*旧 法5条 に相当。

第6条*上 訴状が第3条 の規定 を充足 しないとき,ま たはその他の仕

方で不十分であるときは,高 等裁判所 は上訴人に欠峡の補正 を命

じなければならない。

上訴人がこの命令 を遵守 しない場合,上 訴状が重大な支障なく
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*旧 法28条 に相当。

第29条*高 等裁判所が,地 方裁判所 は無権 限であったか,ま たは他の

理由によ り事件 を審査に取 り上げるべ きでなか った とい うもの以

外の事 由に基づ き地方裁判所の判決 を破棄す るときは,高 等裁判

所は同時に審理(behandling)の 続行のために事件 を下級裁判所

に差 し戻 さなければならない。

地方裁判所が無権限であったとき事件 を他 の地方裁判所に移送

する高等裁判所の権 限に関す る規定は第10章 第20条 に存す る。

*旧 法29条 に相当。

第30条*地 方裁判所の判決が責任以外の問題についてのみ上訴 された

ときは,事 件は高等裁判所 において民事事件 として処理されなけ

ればならない。

*旧 法31条 に相当。

第31条(削 除)

第52章 決定 に対する上訴 について

第1条*地 方裁判所の決定 に対 し上訴 しようとする者は,こ れを書面

で しなければならない。書面は地方裁判所に提出 しなければなら

ない。

書面は決定が告知 された 日から3週 間内に地方裁判所 に提出 し

なければならない。ただ し,訴 訟手続中の決定が集会の際になさ

れず,か つ決定が何時告知 されるかが集会の際に通知されなかっ

た ときは,上 訴期間は上訴人が決定 を受領 した 日か ら算定 しなけ

ればならない。ある者の勾留,勾 留の継続,第24章 第5条aに

よる制限の許可,旅 行禁止の命令 または第49条 第7条 に関わる

問題に関す る決定に対す る上訴には期間の制限がない。

決定に対 し上訴 しようとする者は,若 干の場合にはまずL訴 の

通知 を しなければ ならないこ とに関す る規定 が第49章 に存す
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が決定 していないときは国外追放 を決定す ること,ま たは地方裁

判所が定めた被告人のスウェーデンへの帰国禁止期間をよ り長 く

決定することはできない。

*旧 法25条 に相当。

**本 条は不利益変更(reformatioinpejus)禁 止に関する。民事事件
については50章1条 および2条 から不利益変更禁止が導かれるとされ

る。しかし,本 条は刑事事件における被告入の利益のための不利益変更

禁止について特別に規定を設けたものである。Welamson ,s.64.
***刑 法31章 に規定がある。なお,13条 の**を 参照。

第26条*申 立てなしに も高等裁判所 は,地 方裁判所 の もとで第59章

第1条 第1号 ないし第3号 に述べ る重大 な訴訟手続違反が存在 し

ているときは地方裁判所の判決 を破棄 しなければならない。

破棄は判決の全部 またはその一部のみに関す ることがで きる。

訴訟手続のa疵 が上訴 されていない判決の部分 に も関す るとき

は,高 等裁判所は事情にかんがみこの部分 を破棄すべ きか否か を

審査 しなければならない。

*旧 法26条 に相当。

第27条*地 方裁判所において裁判官に対す る除斥 ・忌避に関する事件

が提起 され,か つ高等裁判所が除斥 ・忌避の事由が存在す ると認

めるときは,高 等裁判所は上訴された部分に関する地方裁判所の

判決 を破棄 しなければならない。

*旧 法27条 に相当。

第28条*地 方裁判所の もとに第26条 または第27条 に関わるもの以外

の訴訟手続におけ る暇疵が存在 しているときは,高 等裁判所はA

疵が事件の結果に影響 した とみられ,か つ重大な支障な しには高

等裁判所において補正できない ときにのみ,地 方裁判所の判決 を

破棄す ることがで きる。当事者はそれが明らかに不必要でない と

きは,破 棄の問題について意見 を述べ る機会 を与えられなければ

ならない。
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*旧 法23条 に相当。

第23条a*地 方裁判所 が被告人 を訴追 され た行為 につ いて有罪 と認

め,か つ判決が この問題以外の ものについてのみ上訴されるとき

は,高 等裁判所は以下各号の場合にのみこの問題 を審査 しなけれ

ばならない

1こ の部分 につ いて第58章 第2条 に よる再審の事・由 を構成 し

うる事情 または重大な訴訟手続違反に基づ き判決の破棄 を伴 い

うる事情が存在す るとき,ま たは

2同 一の部分について地方裁判所におけ る事件の結果が明らか

に見落 しまたは錯誤によるとき。

第1項 第1号 または第2号 に関わる問題については当事者によ

り援用 された事実のみを斜酌す ることが要求 される。

*旧 法23条aに 相当。

第24条*上 訴は高等裁判所の判決または終局的決定がなされる前には

取 り下 げることがで きる。高等裁判所において被告 に対 し上訴

(talan)**を 追行す る検察官は,被 告 人の利益に自己の上訴 を変

更す るこ とがで きる。

上訴人は上訴状において述べ たもの以外の行為 に妥当す るよう

上訴 を変更することができない。

*旧 法24条 に相当。

**こ のtalanは 上訴を意味する。Welamson,s.59-60.

第25条*,**高 等裁判所 は,被 告 人の上訴 または検察官が被告人の利

益のためにする上訴に関連 して,被 告人にとって地方裁判所が判

決 したものよ りも重いか,ま たはより干渉的 と考えられる刑事制

裁を課 してはならない。ただし,高 等裁判所は特別保護への引渡

しを決定 し,ま たは地方裁判所がこのような保護について決定 し

ているときはその他の制裁について判決することができる。***

高等裁判所は また第1項 に述べ る上訴に関連 してy地 方裁判所
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人のみによって出頭す るときも同様 である。

公訴にかかる事件において検察官の主張に関連 して尋問され る

べ き被害者が 自身出頭す るこ とを怠 るときは第2項 が適用 され

る。

ただし,被 上訴人が過料付 きで出頭 を命 じられ,ま たはこの者

を裁判所 に勾引すべ き旨の命 令を実施す るこ とがで きない とき

は,高 等裁判所は当事者が代理人のみによって出頭 しているか ま

たは不出頭であるかに関わ りな く事件について判断することがで

きる。事件はまた 自身出頭 を命 じられた私人の上訴人が代理人の

みによって出頭す るときも判断することでができる。

*旧 法19条 に相当。

第22条*第21条 に より上訴が消滅 した場合,彼 が適時に届け出 るこ

とがで きなかった不出頭 または自身出頭することの解怠のための

正当な事由を有するときは,高 等裁判所は上訴人の申請に基づ き

事件 を再び取 り上げなければならない。

再取上げの申請は決定が告知 された 日から3週 間内に書面でし

なければならない。控訴人が新 たに不出頭であるかまたは 自身出

頭すべ き命令 を遵守 しない ときは,彼 は事件の再取上げを求め る

権利を有 しない。

*旧 法20条 に相当。

第23条*地 方裁判所 におけ る本 口頭弁論の際ある事実について証人 も

しくは鑑定人の尋問が裁判所の前でなされ,ま たは現場検証が行

われ,か つ高等裁判所の判断 もこの証拠の信頼性 に依存す るとき

は,地 方裁判所の判決は高等裁判所における本 口頭弁論の際証拠

が再 び取 り調べ られることなしには,こ の部分について変更す る

ことができない。ただ しこのような変更は,そ れが被告人の利益

であ るときまたは証拠の価値が地方裁判所が認めた もの と異なる

特段の理由が存す るときは行 うことができる。
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る。各当事者は他の当事者が主張 したところについて反論す る機

会 を有 しなければならない。被上訴人が出頭 しないに も拘 らず弁

論が行われるときは,高 等裁判所は必要 な程度において書類か ら

彼が述べ たことが弁論 に上程 され るよう配慮 しなければならな

いo

*旧 法16条1,2項 に相当。

第19条*当 事者がその主張 を展開 した後に,証 拠が提出されなければ

ならない。被上訴人が出頭 しないに も拘 らず本 口頭弁論が行われ

るときは,高 等裁判所は地方裁判所において彼が提出 した証拠が

高等裁判所 における事件に とって有意義な程度において記録か ら

弁論に上程 され るよう配慮 しなければならない。

特段の理由が他に導かないときは,第35章 第13条 により新た

に取 り調べ るべ きでない地方裁判所が取 り調べた証拠は,同 一の

事実に関する証拠が高等裁判所によって直接に取 り調べ られる前

に提 出され るべ きである。同一の事実に関する証拠が複数存する

ときは,一 連のもの として提出されるべ きである。

*旧 法17条 に相当。

第20条*証 拠の提出後に当事者はその訴訟活動 を終結す る機会 を与え

られなければならない。

*旧 法18条 に相当。

第21条*私 人の上訴人が本 口頭弁論 のための集会 に出頭 しない とき

は,上 訴は消滅す る。 自身出頭 を命 じられた私人の上訴人が代理

人のみによって出頭 し,か つ高等裁判所がそれに も拘 らず事件に

ついて判断す ることがで きると認めないときも同様 である。

私人の被上訴人が出頭せず,か つ彼に過料付 きで出頭が命 じら

れていた場合,高 等裁判所 は新 たな過料付 き出頭命令 に代 えて彼

を裁判所に直ちにまたは事後の期 日に勾引すべ き旨命ずることが

で きる。過料付 きで自身出頭 を命 じられた私人の被上訴人が代理
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ない。過料付 きで出頭を命 じない ときは,被 上訴人にたとい彼が

不出頭でも事件が判断され うる旨教示 しなければならない。

高等裁判所 はさらに本 口頭弁論に呼び出すべ き証人または鑑定

人を定めなければならない。当事者はこの決定について通知 され

なければならない。

*旧 法14条 に相当。

第17条*そ の他高等裁判所における本口頭弁論の問題については第1

章第9条,第46章 第1条 ない し第5条,第6条 第2項 ,第7条

ない し第9条,第11条,第13条,第16条 および第17条 に述べ

るところが適用 されなければな らない。 ただ し,本 章 第16条 の

規定は延期 された本 口頭弁論への呼出 しおよび当事者への命令に

ついて適用 されなければならない。

事件について続行 された,ま たは新 たな本 ロ頭弁論が指定され

るときは,高 等裁判所はその弁論において事件が終結できるため

に適切 な措置を講ずることができる。

このような措置の問題 については本章第10条 ない し第12条 が

適用 され る。

*旧 法15条 に相当。

第18条*本 口頭弁論の際 上訴 された判決は必要な程度において提示

されなければならない。上訴人は判決の上訴がなされた部分およ

び彼が申し立てる判決の変更 を述べなければならない。被上訴人

は申立てについて意見 を述べ る機会 を与 えちれ なければな らな

い 。

その後に,検 察官が上訴の審査に必要な程度において訴追活動

を展開 しなければならない。事件が被害者のみによって追行 され

るときは,こ のことはその代わ りに被害者について適用 される。

ただ し高等裁判所が より適切 と認め るときは,上 訴 した被告人が

検察官 または被害者よ りも前に自己の主張を展開す ることができ
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命令は同視 される。

第1項 に関わる場合において当事者が本 口頭弁論 を求めたとき

は,明 らかに不必要でない限 り本 口頭弁論 を行わなければならな

い 。

本案 自体 に関 しない審査については本 口頭弁論 を行 うことを要

しない。

*旧 法21条 に相当。

**法 改正前のものであるが,こ の条項を含むスウェーデン刑法の制裁

に関する規定(25章 から38章 まで)に ついては,坂 田仁教授によるス

ウェーデン語からの翻訳がある(青 少年更生福祉センター編 『スウェー

デン更生保護関係法令集』(1980)所 収)。

第14条*事 件が本 口頭弁論 なしに判断され る前に,当 事者はすでにそ

の主張を終 えていることが明 らかでない ときは,そ れを行 う機会

を与えられなければならない。

*旧 法22条1項 に相当。

第15条*事 件が第13条 により本 口頭弁論な しに判断されないときは,

高等裁判所 は この ような 口頭弁論 の期 日を定めなければな らな

い。期 日はできる限 り当事者 と協議の上定めなければならない。

訴訟手続問題 または別個 に判断 しうる本案の一部の処理のために

は,事 件のその余の部分につて本 口頭弁論の準備が整っていない

として も,本 口頭弁論 を指定す ることができる。

*旧 法13条 に相当。

第16条*本 口頭弁論には当事者 を呼び出さなければな らない。

私人の上訴人はそうしなければ上訴が消滅するとの制裁付 きで

出頭 を命 じられなければならない。彼が 自身出頭すべ きときは,

高等裁判所はさらに第21条 第1項 第2文 の規定につ いて彼に教

示 しなければならない。私人の被上訴人の出頭が事件の取扱い も

しくは調査の上で有意義であるとき,ま たは彼が自身出頭すべ き

義務 を負 うときは,彼 は過料付 きで出頭 を命 じられなければなら
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定する。そのための理由が存するときは,書 面の交換 を行 うこと

な くこの問題 を取 り上げることができる。

*旧 法10条aに 相当。

第12条*高 等裁判所が必要 と考えるときは,高 等裁判所は鑑定人の意

見の聴取,文 書証拠 の提 出,検 証 もし くは見分 のための物 の用

意 本 口頭弁論外の証拠の取調べ またはその他の準備的措置 をと

ることを決定 しなければならない。

当事者が第1項 による措置が とられることを欲す るときは,彼

はできる限 り速やかに高等裁判所にこれに関す る申請 をしなけれ

ばならない。

準備 中の高等裁判所の義務 については,第42章 第8条 第2項

が適用 されなければな らない。

公訴にかか る事件において第23章 による措置 をとることが必

要 であるときは,高 等裁判所は検察官にこれに関す る命令 を発す

ることができる。

*旧 法11条 に相当。

第13条 ホ 高等裁判所は以下各号の場合 には本 口頭弁論な しに事件につ

いて判断す ることができる

1検 察官が被告人の利益のためにのみ上訴 したとき,

2被 告人のみが上訴 し,か つ彼の変更の申立てが被上訴人によ

り是認 される(godtas)と き,

3上 訴が理由のないことが明らかであるとき,ま たは

4被 告人を有罪 とする理由 もしくは彼に制裁 を課する理由,ま

たは彼に罰金,条 件付 き判決 もしくはこのような制裁の併科以

外の制裁を課す る理由が存 しない とき。

第1項 第4号 に述べ る制裁 と,過 料の賦課,お よび同時に仮釈

放 の 取 消 し(forverkandeavvillkorligtmedgivenfrihetfranfan-

gelsestraff)の 問 題 で な い 刑 法34章 第1条 第1項 第1号**に よ る
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べ なければならない。

答弁書はこの当事者が援用す る証拠および各証拠によって立証

すべ き事項に関す る情報 を包含 しなければならない。従前提出さ

れていなかった文書証拠は答弁書 と同時に提出されなければなら

ない。 当事者が証 人,鑑 定人もしくは当事者の再尋問または再現

場検証の実施 を欲す るときは,彼 はその旨およびその理由を述べ

なけれでならない。彼はまた高等裁判所における本口頭弁論の際

被害者 または被告人が自身出頭することを欲す るときはその旨を

述べなければな らない。

*旧 法9条1,2項 に相当。

第10条*高 等裁判所は上訴人に答弁書 を送付 しなければならない。訴

追のために意義 を有 しない被害者 または証人の年齢,職 業お よび

住所に関す る情報は,公 訴にかかる事件の被告人に送達 される書

i類から明 らかにされてはならない。

必要があるときは,高 等裁判所は準備におけるそれ以上の書面

の交換 を決定す ることができる。高等裁判所はまた書面交換に関

する詳細な定め をし,そ の際いかなる点について当事者が意見 を

述べ るべ きかについて定めることができる。当事者は特段の理由

が存するときにのみ1通 より多 くの書面の提出を命 じられる。

事件の合 目的的な取扱いのために必要であるときは,準 備にお

いて集会 を行 うことができる。高等裁判所は逮捕 または勾留され

ている者が集会に出頭すべ き旨決定することがで きる。

第45章 第13条 および第47章10条 において電話による集会に

ついて述べ るところは,本 条による集会の際 も適用されなければ

な らない。

*旧 法10条,12条 に相当。

第11条*審 査許可が必要であるときは,高 等裁判所は書面の交換が終

了した後に,こ のような許可が与えられるべ きか否かについて決
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方で不 卜分 であるときは,高 等裁判所は上訴人に欠訣の補正 を命

じなければならない。

上訴人が第1項 による命令 を遵守 しない場合}上 訴状が重大な

支障な く高等裁判所の審理の基礎に置 くことができないほ ど不十

分 なものであるときは,上 訴は却下 されなければならない。

*r日 法7条 に相当。

第8条*第2項 によ り異なる結果が生 じない ときは,上 訴状 は一定の

期間内に書面で答弁すべ き旨の命令 とともに被上訴人に送達 され

なければならない。訴追のために意義 を有 しない被害者 または証

人の年齢,職 業および住所 に関す る情報は,公 訴にかか る事件の

被告人に送達 される書類か ら明 らかにされてはなちない。

L訴 が明らかに理由がないものであるときは,高 等裁判所は直

ちに事件 について判決 をす ることがで きる。

地方裁判所が第26章 ないし第28章 に関わる措置の申立てを却

下 し,ま たはこのような措置に関す る決定 を取 り消 したときは,

高等裁判所は当分の間妥当する措置 を直ちに認可することができ

る。地方裁判所が このような措置を認可 したときは,高 等裁判所

は地方裁判所の決定は当分の間執行 してはならない旨直ちに決定

す ることができる。勾留,旅 行禁止 または刑法第28章 による戒

護(ornhandertagande)に 関す る問題 につ いては,高 等裁判所 は

被上訴人を聴かな くとも地方裁判所の決定 を変更することができ

る。

高等裁判所が裁判所に自身出頭 していない者 を勾留す ることを

決定 した ときは,第24章17条 第3項 および第4項 が適用されな

ければならない。

*旧 法8条 に相当。

第9条*被 上訴人は答弁書において上訴人が主張 した上訴の理由に関

す る意見 を述べ,か つ被上訴人自身が主張 しようとす る事実 を述
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所の判決理由の部分,

4審 査許可が必要であるときは,こ のような許可が与えられる

べ きことを支持す るために援用する事実,お よび

5援 用す る証拠および各証拠によって立証すべ き事項。

従前提 出されていなか った文書証拠は上訴状 と同時に提出 しな

ければならない。上訴人が証人,鑑 定人 もしくは当事者の再尋問

または再現場検証の実施 を欲するときは,彼 はその旨お よびその

理由を述べ なければならない。彼はまた高等裁判所の本 口頭弁論

に被害者 または被告人が 自身出頭す ることを欲す るときは,そ の

旨を述べなければならない。

被告人が逮捕 または勾留されているときはその旨を述べなけれ

ばならない。

*旧 法4条1項 ないし4項 に相当。

第5条*上 訴が第3条 によ り却下 されない ときは,地 方裁判所は第2

条に述べ る期間の経過後上訴状および事件 に関するその他の書類

を高等裁判所に送付 しなければならない。

被告人が勾留されているか,ま たは上訴状において被告人の勾

留の請求,第25章 ない し第28章 に関わる措置 もしくはこのよう

な措置に関す る決定の取消 しの申立てのように即時の審理 を要す

る申立てが述べ られているときは,書 類は直ちに送付されなけれ

ばならない。ただ し,第2条 に述べ る期間が経過す るまでの間上

訴状の謄本は地方裁判所のもとに保持 しなければならない。

*旧 法5条 に相当。

第6条*上 訴事件 を審査に取 り上げることに上訴が遅れて提起 された

こと以外の障害が存するときは,高 等裁判所は直ちに上訴を却下

す ることがで きる。

*旧 法6条 に相当。

第7条*上 訴状が第4条 の規定 を充足 しない とき,ま たはその他の仕
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第30条(削 除)

第51章 刑 事事 件 に お け る判 決 に対 す る上 訴 について*

*本 章の規定 の大部分 は前章 の それ と同一内容の ものである
。NJAII

1994,S.688.し たが って,注 記は前章の それ で足 りるものについては省

略する。前章の参照を乞 う。

第1条*刑 事 事 件 に お け る地 方 裁 判 所 の 判 決 に対 し上 訴 しよ うとす る

当事 者 は,書 面 で これ を しなけ れ ば な らな い。**書 面 は 地 方 裁 判

所 に提 出 しな けれ ば な ちない。 書面は判決が宣告 された 日か ら3

週 間 内に 裁 判所 に 到 達 しな け れ ばな らない。

*旧 法1条 に相 当。

**弁 護人 は独立 の上 訴権 を有 しない。検察官は被告人の利益のために

も上訴することができる。Fitger,s.314.も っ とも,訴 訟代理 人 であ る

弁護 人は上 訴権 を有す る。Welamson,s.43.

第2条*当 事 者 の一 方 が地 方 裁 判 所 の 判 決 に対 し上 訴 した ときは,被

上 訴 人 は 第1条 に述 べ る期 間 が 経 過 した 日か ら1週 間 内 に判 決 に

対 し上 訴 す る こ とが で きる。 この よ うな期 間 内に な され た上 訴

は,最 初 の 上 訴 が取 り下 げ ちれ,ま たは その 他 の理 由 に よ り消 滅

す る ときは消滅す る。

*旧 法2条 に相 当。

第3条*遅 れ て 提 起 され た上 訴 は,地 方 裁 判 所 に よ っ て却 下 され なけ

れば な らない。 ただ し,上 訴 が上 訴期 間 内 に高 等 裁 判 所 に提起 さ

れてい る ときは却 下 してはな らない。

*旧 法3条 に相 当。

第4条*上 訴 状 は 以 下各 号 の 情 報 を包 含 しなければ な らない

1上 訴 が な され る判 決,

2上 訴 が な さ れ る判 決 の 部 分 お よ び 申 し立 て られ る判 決 の変

更,

3上 訴 の 理 由 お よび上 訴 人 の 見解 に よれば不 当 である地方裁判
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**破 棄という用語については29条 の**を 参照。

第27条*地 方裁判所における裁判官に対する除斥 ・忌避に関す る事件

が提起 され,か つ高等裁判所が除斥 ・忌避の事由が存在す ると認

め るときは,高 等裁判所は上訴 された部分に関す る地方裁判所の

判決 を破棄 しなければならない。**

*旧 法27条 に相 当。

**本 条は除斥 ・忌避の問題が判決 に対す るL訴 に関連 して高等裁 判所

にお いて提起できるか,ま たは不服 申立 てがで きる場 合 のみに関す るも

のである。Garde,s.774.Welamson,s.120.

第28条*地 方 裁 判所 の も とに 第26条 また は第27条 に関 わ る もの以 外

の 訴 訟 手 続 に お け る暇疵 が存在 してい るときは,高 等 裁 判 所 は蝦

疵 が事 件 の結 果 に影響 した とみ られ,か つ重 大 な支 障 な しに は 高

等 裁 判所 にお いて補正 で きない ときにのみ,地 方 裁 判 所 の 判決 を

破 棄 す る こ とが で きる。 当事 者 はそれが明 らか に不必要 でない と

きはs破 棄 の 問題 に つ い て意 見 を述 べ る機会 を与 えられなければ

な らない。

*旧 法28条 に相当。

第29条*高 等裁判所が,地 方裁判所は無権限であったか,ま たは他の

理由により事件 を審査に取 り上げ るべ きでなかったというもの以

外の事由に基づ き地方裁判所の判決 を破棄す るときは,高 等裁判

所は同時に審理(behandling)の 続行 のために事件 を下級裁判所

に差 し戻 さなければならない。**

地方裁判所が無権限であったとき事件 を他の地方裁判所に移送

す る高等裁判所の権限に関する規定は第10章 第20条 に存す る。

*旧 法29条 に相 当 。

**破 棄(undanrojande,動 詞 はundanroja)と い う用 語 は,上 級 の裁

判所 が 本 案 につ い て 自判 す るこ とな く下 級 の裁 判 所 の 裁 判 の効 力 を剥 奪

す るこ と を意 味 す る。Welamson,s.119.し たが って,差 戻 しが 必 要 に

な るわ け で あ る。
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取 り下げることができる。

上訴人は上訴状に述べた部分以外の地方裁判所の判決に関する

上訴の変更 をすることができない。**

本案について和解が許容 される事件については,当 事者は高等

裁判所において自己の事件を支持す るために従前提出 しなかった

事実 または証拠 を,以 下各号の場合 にのみ援用す ることがで きる

1彼 が 地 方 裁 判所 にお い て そ の事 実 または証 拠 を援 用す るこ と

が で きなか った こ とを相 当の蓋 然性 を もって証 した とき(gor

sannolikt),ま た は

2そ うで な く と も彼 が そ う しなか ったこ とにつ いて有効 な弁 明

を有す る とき。

高 等裁 判所 にお いて相 殺の 申立 てが初 めて提 出 され,か つ それ

が事 件 に お い て 支 障 な しに審理 す るこ とがで きない ときは
,申 立

て を却 下 す る こ とが で きる。

*旧 法25条 に相 当。

**例 えば,全 部 請求棄却 の判決 を受 けた原告がその一部についてのみ

上訴す る旨上訴状に述べ た場合,彼 は後 にその他 の敗 訴部分 に まで上訴

を拡張す ることはできないとい うのが最高裁の判例 である。Welamson,

s.59.

第26条*申 立 て な しに も高等 裁 判 所 は,地 方 裁 判 所 の も とで 第59章

第1条 第1号 な い し 第3号 に 述 べ る 重 大 な 訴 訟 手 続 違 反

(domvilla)が 存 在 して い る と き は,地 方 裁 判 所 の 判 決 を 破 棄

(undanroja)**し なけ れ ば な らな い。

破 棄 は 判 決 の 全部 またはその一 部のみ に関す るこ とが で きる。

訴 訟手 続 の暇疵 が上 訴 され てい ない 判決 の部 分 に も関 す る と き

は,高 等 裁 判 所 は事 情 にか んが み この部分 を破棄 すべ きか否 か を

審査 しなければ な らない。

*旧 法26条 に相 当。
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*旧 法20条 に相 当。

**高 等裁判所の上訴 が上訴 人の不 出頭 に基づ き消滅 した旨の宣言(決

定)は,前 述 の よ うに地 方裁判 所の判決が確定す ることを意味 し,欠 席

判決 と同視 され る。 したが って控訴人は,欠 席判決 の際の 故障 の 申立 て

と同様に,事 件 の再 取上げ を求め る権利 を有す るわけである。Garde,s.

7s5.

第23条*地 方裁判所における本 口頭弁論の際ある事実について証人,

鑑定人 もしくは真実保証の もとでの当事者の尋問が裁判所の前で

なされ,ま たは現場検証が行われ,か つ高等裁判所の判断 もこの

証拠の信頼性 に依存す るときは,地 方裁判所の判決は高等裁判所

におけ る本 口頭弁論 の際証拠が再び取 り調べ られ るこ とな しに

は,こ の部分 について変更す ることができない。ただしこのよう

な変更は,証 拠の価値が地方裁判所が認めた もの と異なる特段の

理由が存するときは行 うこ とがで きる。**

*旧 法23条 に 相 当 。

**51章23条 と と も に 信 頼 規 定(tilltrosparagraferna)と よ ば れ る 本

条 は,高 等 裁 判 所 に お け る最 良 証 拠 の 原 則 の 表 現 で あ る。Ekelof,Ratt-

smedlen,s.52,Welamson,s.85.

第24条*上 訴された判決が欠席判決であ り,か つ地方裁判所が被上訴

人によ りなされた故障の申立てを取 り上げ るときは,故 障申立て

事件に関連 して取 り扱 うために事件は高等裁判所によって地方裁

判所に差 し戻 されなければならない。**

*旧 法24条 に相 当。

**欠 席判決に対 して は故障 の申立て をすべ きであ り,上 訴 は認め られ

な いが(49章1条3項,44章9条),欠 席 判決 に よ り請求 の全 部 または

一部 を棄却 された当事者(44章8条 参照)は 上 訴が で きる。 したが っ

て,請 求が 欠席判決 に よ り一部 認容 されたときは,原 告 は上訴 し,被 告

は故障 の申立て をす るこ とになる。本条はこのような場合 を解決するた

めに設けられた規定であ る。Welamson,s.21not1.

第25条*上 訴 は高 等 裁 判 所 の判 決 また は終 局 的決定 がな され る前には
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られなければ な らない。**

*旧 法18条 に相 当。

**い わ ゆ る最 終弁 論(pladering)で あ る。 それ は基本 的 に地 方裁 判

所における最終弁論 と同様である。Welamson,s.111.

第21条 ホ 上 訴 人が 本 口頭 弁 論 の た め の 集会 に出頭 しない ときは,上 訴

は消 滅 す る。 料

被 上 訴 人 が 出頭せ ず,か つ 彼 に過 料 付 きで 出頭 が 命 じられてい

た場合,高 等裁 判所 は 本 案 につ い て和 解 が許容 され ない ときは,

新 た な過 料 付 き 出頭 命 令 に代 え て,彼 を裁 判 所 に 直 ちに ま た は事

後 の期 日に勾引すべ き旨命 ず るこ とが で きる。

当事 者 に 自身出頭すべ き旨過料付 きの命令 が発せ られてい るの

に彼 が代理 人に よって出頭 し,か つ 本 案 に つ いて 和解 が 許 容 され

ない ときは,高 等 裁 判 所 は新 た な過 料 付 き出頭命令 に代 えて ,彼

を裁 判 所 に 直 ちに ま た は事 後 の期 日に勾 引すべ き旨命ず るこ とが

で きる。

ただ し,当 事 者 が過 料 付 きで 出頭 を命 じられ,ま た は裁 判 所 に

勾 引 され るべ き当事者 に勾引 を実施 す るこ とが で きない ときは,

当事 者 が代 理 人 の み に よ って 出頭 して いるか または不 出頭 であ る

に関わ りな く事件 につ いて判 断す るこ とがで きる。

*旧 法19条 に相 当。

**地 方 裁 判 所 の 判決 が確 定 す る こ と を意味す る。Garde,s.763,

Weiamson,s.X45.

第22条*第21条 によ り上訴が消滅 した場合,彼 が適時に届け出 るこ

とができなかった不出頭のための正 当な事由 を有す るときは,高

等裁判所は上訴人の申請に基づ き事件 を再 び取 り上げなければな

らない。

再取上げの申請は決定が告知 された 日から3週 間内に書面でし

なければならない。**

控 訴人が新たに不出頭であるときは,彼 は事件の再取上げを求

92(1fi3}



訳注 スウェー デン訴 訟手続法(2・ 完)

ならない。

*旧 法15条 に相当。

第18条*本 口頭弁論の際,上 訴された判決は必要な程度において提示

されなければならない。上訴人は判決の上訴がなされる部分およ

び彼が申し立てる判決の変更 を述べなければな らない。被上訴人

は申立て を認諾す るか または争 うか否か を述べ なければならな

い 。

その後に,高 等裁判所が他の手続が より適切であると認めない

ときは,ま ず上訴人がi続 いて被上訴人がその主張 を展開 しなけ

ればならない。各当事者は他の当事者が主張した ところについて

意見を述べ なければならない。被上訴人が出頭 しないに も拘 らず

弁論が行 われ るときは,高 等裁判所は必要 な程度において書類か

ら彼の主張が弁論に上程 されるよう配慮 しなければならない。**

*旧 法16条1,2項 に相当。

**第 一審と同様に判決の基礎に置かれるのは,本 口頭弁論に上程され

たもののみである。Fitger,s.307.4条 の**を 参照。

第19条*当 事者がその主張 を展開 した後に,証 拠が提出されなければ

ならない。被上訴人が出頭 しないに も拘 らず本口頭弁論が行われ

るときは,高 等裁判所は地方裁判所において彼が提 出した証拠が

高等裁判所における事件に とって有意義 な程度において書類か ら

弁論に上程 されるよう配慮 しなければならない。

特段の理由が他に導かないときは,第35章 第13条 により新 た

に取 り調べ るべ きでない地方裁判所が取 り調べた証拠は,同 一の

事実に関する証拠が高等裁判所 によって直接に取 り調べ られる前

に提出されるべ きである。同一の事実に関す る証拠が複数存する

ときは,一 連の ものとして提出されるべ きである。

*旧 法17条 に相当。

第20条*証 拠の提出後に当事者はその訴訟活動 を終結す る機会 を与え
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の主張を終えていることが明 らかでないときは
,そ れを行 う機会

を与えられなければならない。

*旧 法22条1項 に相当。

第15条*事 件が第13条 によ り本 口頭弁論な しに判断されない ときは
,

高等裁判所 はこの ような口頭弁論の期 日を定めなければ ならな

い。期 日はで きる限 り当事者 と協議の上定めなければならない
。

訴訟手続問題 または別個に判断 しうる本案の一部の処理のために

は,事 件のその余の部分について本口頭弁論の準備が整 っていな

い として も,本 口頭弁論 を指定す ることができる
。

*旧 法13条 に相当。

第16条*本 口頭弁論には当事者 を呼び出さなければならない。

上訴人はそうしなければ上訴が消滅す るとの制裁付 きで出頭 を

命 じられなければならない。彼が 自身出頭すべ きときは,高 等裁

判所はさらに過料付 きで出頭 を命 じなければならない。被上訴人

は彼の出頭が事件の取扱い もしくは調査 の 」__で有意義 であ ると

きsま たは彼が 自身出頭すべ き義務 を負 うときは,過 料付 きで出

頭 を命 じられなければならない。過料付 きで出頭 を命 じないとき

は,被 上訴人にた とい彼が不 出頭でも事件が判断され うる旨教示

しなければならない。

高等裁判所 はさらに本 口頭弁論に呼び出すべ き証人または鑑定

人を定めなければならない。当事者はこの決定について通知 され

なければならない。

*旧 法14条 に相当。

第17条*そ の他高等裁判所におけ る本 口頭弁論の問題 については第1

章第9条,第43章 第1条 ない し第6条,第8条 第2項 ない し第

4項 および第10条 ないし第14条 に述べ るところが適用されなけ

ればならない。ただ し,本 章第16条 の規定は延期 された本 口頭

弁論への呼出 しおよび当事者への命令について適用 されなければ
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ることを決定 しなければならない。

当事者が第1項 による措置が とられることを欲するときは,彼

はで きる限 り速やかに高等裁判所にこれに関す る申請 をしなけれ

ばならない。

準・備中の高等裁判所の義務 につ いては,第42章 第8条 第2項

が適用 されなければならない。

*旧 法11条,12条 に相当。

第13条*高 等裁判所は以下各号の場合には本 口頭弁論 なしに事件につ

いて判断す ることがで きる

1上 訴人の変更の申立てが認諾された とき,

2上 訴が理由のないことが明 らかであるとき,

3当 事者双方が事件が本 口頭弁論 なしに判断されることを求め

たかyま たはこれに対する異議がないことを宣言 したとき,ま

たは

4上 訴された事件の価額が地方裁判所の判決の時点に適用され

る国民保険法(1962:381)に よる基礎額 を明 らかに超えず,か

つ当事者双方が本 口頭弁論 を求めなかったとき。

第1項 第4号 による価額の算定にあたっては,訴 訟費用および

訴えの提起後に生 じた利息は除外 され る。

本 口頭弁論が不必要であることが明 らかであるときは,事 件は

つねに本 口頭弁論なしに判断することがで きる。**

本案 自体に関 しない審査については本口頭弁論 を行 うことを要

しない。

*旧 法21条 に相 当。

**当 事者 の一方 が審理妨害 の 目的で書面による裁判への同意 を拒否す

るような場合が念頭に置かれている。実際には当事者双方が本 口頭弁論

を希望す るときはこの規定はまず適用されない。Fitger,s.309.

第14条*事 件 が 本 口頭 弁 論 な しに判 断 され る前 に,当 事 者 はす で に そ
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において援用 される事実 または証拠が従前提出されていなか った

ときは,本 案について和解が許容 され る事件の当事者は,そ の理

由を説明 しなければならない。従前提出されていなか った文書証

拠は答弁書 と同時に提 出され なければならない。被上訴人が証

人,鑑 定人もしくは当事者の再尋問 または再現場検証の実施 を欲

す るときは,彼 はその 旨お よびその理 由 を述べ なければな らな

い。彼はまた高等裁判所におけ る本 口頭弁論の際上訴人が自身出

頭す ることを欲するときは,そ の旨を述べなければならない。

*旧 法9条1,2項 に相当。

第10条*高 等裁判所は上訴人に答弁書 を送付 しなければならない。

必要があるときは,高 等裁判所は準備におけるそれ以上の書面

の交換 を決定することがで きる。高等裁判所はまた書面交換に関

する詳細な定め をし,そ の際 いかなる点について当事者が意見 を

述べ るべ きかについて定め ることができる。当事者は特段の理由

が存す るときにのみ1通 よ り多 くの書面の提出を命 じられ る。

事件の合 目的的な取扱 いのために必要であるときは,準 備 にお

いて集会 を行 うことができる。

第42章 第10条 において電話による集会について述べ るところ

は,本 条による集会の際 も適用 されなければならない。

*旧 法10条 に相当。

第11条*審 査許 可が必要であるときは,高 等裁判所は書面の交換が終

了した後に,こ のような許可が与えられるべ きか否かについて決

定す る。そのための理由が存するときは,書 面の交換 を行 うこと

な くこの問題 を取 り上げることがで きる。

*旧 法10条aに 相当。

第12条*高 等裁判所が必要 と考 えるときは,高 等裁判所は鑑定人の意

見の聴取,文 書証拠の提 出,検 証 もしくは見分の ための物 の用

意 本口頭弁論外の証拠の取調べ またはその他の準備的措置 をと
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こと以外の障害が存す るときは,高 等裁判所は直ちに上訴を却下

す ることができる。

*旧 法6条 に相当。

第7条*上 訴状が第4条 の規定 を充足 しない とき,ま たはその他の仕

方で不十分であるときは,高 等裁判所は上訴人に欠訣の補正 を命

じなければならない。

上訴人が第1項 による命令 を遵守 しない場合,上 訴状が重大な

支障な く高等裁判所の審理の基礎に置 くことができないほど不十

分 なものであるときは,上 訴は却下されなければならない。

*旧 法7条 に相当。

第8条*第2項 によ り異なる結果が生 じない ときは,上 訴状 は一定の

期間内に書面で答弁すべ き旨の命令 とともに被上訴人に送達 され

なければならない。

上訴が明 らかに理由がない ものであるときは,高 等裁判所 は直

ちに事件について判決をす ることができる。

地方裁判所が仮差押え もしくはその他の第15章 による措置に

関す る申立てを却下 し,ま たはこのような措置に関する決定 を取

り消 した ときは,高 等裁判所は当分の間妥当する措置 を直ちに認

可することがで きる。地方裁判所がこのような措置 を認可 した と

きまたは判決が確定力 を有 しないに も拘 らず執行できる旨宣言し

たときは,高 等裁判所は地方裁判所の決定は当分の間執行 しては

ならない旨直ちに決定することができる。

*旧 法8条 に相当。

第9条*上 訴人の申立てが認諾されないときは,被 上訴人は答弁書に

おいて上訴人が主張 した上訴の理由に関する意見を述べ,か つ被

上訴人自身が主張 しようとす る事実 を述べなければならない。

答弁書はこの当事者が援用す る証拠および各証拠によって立証

すべ き事項に関す る情報 を包含 しなければならない。高等裁判所
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所 の 判決 理 由 の 部 分,

4審 査許 可が 必要 で あ る と きは,こ の よ うな 許 可 が 与 え られ る

べ きこ とを支持す るため に援用 す る事 実
,お よ び

5援 用 す る証 拠 お よ び各 証 拠 に よ って立証すべ き事 項
。

高等裁判所 において援用 す る事実 または証拠が従前提 出 されて

い なか った ときは,本 案 につ い て和 解 が 許容 され る事 件 の上訴 人

は,そ の理 由 を説 明 しなけ れ ば な らない。従 前提 出 されて いなか

った文書証拠 は上 訴状 と同時に提 出 しなければ な らない
。上 訴人

が証 人,鑑 定 人 も し くは 当事 者 の再 尋 問 または再 現場検証 の実施

を欲す るときは,彼 は その 旨お よ び そ の理 由 を述 べ なければ な ら

ない。彼 は また高等裁判所 の本 口頭弁 論に被 上訴 人が 自身出頭 す

るこ とを欲 す る ときは,そ の 旨 を述 べ な け れ ば な らな い
。**

*旧 法4条1 ,2項 に相 当。

**地 方裁判所の記録 は控訴審 の訴 訟資料 を構成 しない(判 決 は別 と し

て)。Fitger,s,304.当 事 者 は高等裁 判所 において第一審で援用 したすべ

ての法律事実 を新 たに援用 しなければな らない。EkeloftRattsmedlen

(9uppl.19SZ)s.45.

第5条*止 訴 が 第3条 に よ り却 下 され な い と きは,地 方 裁 判 所 は 第2

条 に述 べ る期 間 の経 過 後上 訴 状 お よび事件 に関す るその他 の書類

を高等裁判所 に送付 しなければ な らない。

上 訴状 にお いて仮差押 えの 申立 て または この よ うな措置 に関す

る決定 も し くは判決 が確 定力 を有 しないに も拘 らず執行 で きる旨

の決 定の取消 しの申立 ての よ うに即 時の審査 を要 す る申立てが述

べ られて いる ときは,書 類 は 直 ちに送 付 され なけ れ ば な らない。

ただ し,第2条 に述 べ る期 間 が 経 過 す る まで の問L訴 状 の 謄 本 は

地 方 裁 判 所 の も とに保 持(finnastillgan81ig)し な け れ ば な ら な

い 。

*旧 法5条 に相当。

第6条*上 訴事件 を審査 に取 り上げ ることに上訴が遅れて提起 された
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を包含 しなけ ればな らない。

*旧 法15条 に相 当。

第50章 民 事 事 件 に お け る判 決 に対 す る上訴 につ いて

第1条*民 事 事 件 に お け る地 方 裁 判 所 の 判決 に対 し上 訴 しよ うとす る

当事 者は,書 面 で これ を しな け れ ば な らな い。書面 は地 方裁判所

に提 出 しなければな らない。書面 は判決 が宣告 され た 日か ら3週

間 内 に裁 判 所 に到 達 しなけ れ ば な らない。

*旧 法1条 に相 当。

第2条 継*当 事 者 の 一 方 が 地 方 裁 判 所 の 判 決 に対 し上 訴 した ときは,

被 上 訴 人 は 第1条 に述 べ る期 間 が 経 過 した 日か ら1週 間 内 に判 決

に 対 し上 訴 す る こ とがで きる。 この よ うな期 間内に なされ た上 訴

は,最 初 の上 訴 が 取 り下 げ られ,ま た は その他 の 理 由 に よ り消 滅

す る ときは消滅 す る。

*旧 法2条 に相 当。

**本 条 は いわ ゆ る附帯 上 訴(anslutningsklagan)に 関 す る規 定 で あ

る。Welamson,s.73,NJAII1994,s・693・

第3条*遅 れ て提 起 さ れ た 上 訴(overklagande)**は,地 方 裁 判 所 に

よっ て却 下 され な け れ ば な らない。 ただ し,上 訴 が 上 訴期 間 内に

高 等 裁 判 所 に提起 されて い るときは却下 してはな らない。

*旧 法3条 に相当。

**新 法 にお いて は,overklagandeは 上 訴 と上 訴状 の2つ の意 味 で用

い られ る。 この よ うな用語法に対 しては立法段階で様々な批判が向け ら

れた。NJAII1994,s.661-2.

第4条*上 訴 状 は以 下 各号 の情 報 を包含 しなければ な らない

1上 訴 が な され る判 決,

2上 訴 が な さ れ る判 決 の 部 分 お よ び 申 し立 て られ る判 決 の変

更,

3上 訴 の理 由 お よび上 訴 人 の 見解 に よれば不 当である地方裁判
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いか,ま たは拘禁6月 よ りも重い刑罰が規定 されていない犯罪の

ために無罪の宣告 を受けた地方裁判所の判決 を高等裁判所が審査

す るためには審査許可が要求 される。

地方裁判所がその判決において被告人に対す る私的請求 も審査

したときは,こ の部分 について第12条 の規定が適用 され る
。第

1項 により審査許可が要求 されず,ま たはこのような審査許可が

与えられ,か つ上訴が被告人が訴追 された行為につ いて有罪判決

を受けるべ き問題に関わるときは,こ の行為 を理由 とす る私的請

求のための上訴について審査許可が要求 されない。

第1項 は,判 決が検事総長,法 務監察長官 または国会 オンブズ

マンによって上訴 され るときは適用 されない
。

第1項 または第2項 による審査許可の要求はi判 決に対す る上

訴に関連 してのみ上訴できる決定 も包含す る。

与えられた審査許可の問題については,第54章 第11条 第3項

が適用 されなければならない。

*旧 法12条aに 相当。

第14条*審 査許可は以下各号の場合にのみ与えられ うる

1上 訴 を高等裁判所によって審査す ることが法適用の指導のた

めに重要であるとき,

2地 方裁判所が達 した主文 を変更す る理由が存在するとき
,**

または

3そ うでなくとも上訴を審査すべ き特段の理由が存するとき
。

*旧 法13条 に相当。

**本 号が最 も一般的な理由である。高裁が地裁の判断を不当と考える

ことは必要でない。その正当性に疑いがあれば足りる。許可は当事者が

援用しない事由に基づいても与えられうる。もっとも許可事由を援用 し

ない者は,高 裁がこれを看過する危険に晒される。Fitger,S.299.

第15条*高 等裁判所 において審査許可が要求 されるとき,地 方裁判所

の判決 または決定はこのことおよび第14条 の内容 に関す る情報
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訴の通知 をした当事者が,決 定に対 し別個の上訴をするよう指示

されているときは,そ の上訴の審査が終わ るまで 〔本案〕訴訟 を

停止 しなければならない。ただし,裁 判所が訴訟の準備 を続行す

べ きもの と認め るときは,裁 判所はそれを定めることがで きる。

ある者が第6条 による上訴の通知 をす る場合,特 段の理由が存

するときは,裁 判所はその上訴の審査が終わるまで訴訟を停止す

る旨宣言す ることがで きる。

今述べた以外の場合においては,訴 訟手続中における地方裁判

所の決定に対する上訴は訴訟の処理の延期 を起因 しない。

*旧 法11条 に相当。

第12条*本 案について和解が許容 される民事事件については,第1章

第3条d第1項 によ り1人 の法律専 門家 である裁判官によって

取 り扱われた事件,お よび第1章 第3条 第3項 に述べ る価額が国

民保険法(1962:381)に よる基礎額 を明 らかに超えないその他の

事件におけ る地方裁判所の判決 または決定 を高等裁判所が審査=す

るためには審査許可が要求 される。

審査許可は,以 下各号に関する上訴の場合には要求 されない一

1特 別の構成により地方裁判所によって取 り扱われる事件の裁

判,

2当 事者または参加人以外の者に関わる決定y

3裁 判官に対す る除斥 ・忌避 を棄却する地方裁判所の決定,ま

たは

4上 訴の通知,故 障 または上訴の申立てを却下す る決定。

与えられた審査許可については,第54章 第11条 第3項 が適

用 されなければならない。

*旧 法12条 に相当。

第13条*刑 事事件 については,被 告人が罰金以外の制裁に処せ られな
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ず る と考 え る と きは ・ 決定 に対 し別個 に上 訴す るこ とが で きる
。

*旧 法6条 に相 当。

第8条*地 方 裁 判 所 が・ あ る裁 判 官 に 除 斥 ・忌避事 由があ る旨宣 言 し
,

刑 事事 件 に お け る被 疑 者 に 対 す る法律扶助 の 申請 を認可 し
,ま た

は被 害 者 補 佐 人 を任 命 した ときは,こ れ らの地 方 裁 判 所 の決 定 に

対 しては上 訴す るこ とが で きない。

*旧 法7条 に相 当。

第9条*上 訴 人 の 変 更 の 申立 て に 対 す る反駁 として被 上訴 人は
,上 訴

で きな い決 定 が そ れ に も拘 らず ,別 個 に審 査 され る よ う求 め る こ

と力寸で きる。**

裁 判所 が 過料 ま たは その他 の制 裁 を命 じた決定 に対 し別個 の上

訴 がで きない ときは,決 定 に不 服 が あ る者 は,そ の命 令 を適 用 し

た決定 に 対 す る別個 の上訴 に関連 して その有 効性の審査 を求め る

ことがで きる。***

*1項 は旧法8条2項 に,2項 は旧法8条3項 に相 当。

**請 求 を全部 認容 され た当事者 は,除 斥 ・忌避 または 訴訟手続 障害 に

関す る抗弁 を否定する決定に対する上訴の権利 を有 しないが
,相 手方が

上訴 した ときは,こ れに対 す る防御 方法 として第一審で提 出 した抗弁 を

r援用す る権 利が あ るとい うことである。Garde,s.735.
***例 えば過料付 きの命令の有効性 は

,実 際に過料 を課す る命令 に対

す るL訴 において審査 され る とい うこ とである。 これが一般原則 で}5

条3{},6号(旧 法4条3号,6号)は その例 外 であ る
。Fitger,s.297.

第10条*上 訴 の 通知s故 障 も し くは事 件 の再 取上 げ または 上訴の 申立

て を却 下 した地方 裁判 所 の決定 に対 しては 上訴す るこ とが で き

る。 その他 の場合 には,こ の よ うな通知 も し くは 申請 が なされ た

か ど うか,ま た は上 訴 が 正 当 な期 間 内 に な され たか どうか の問題

は,高 等 裁 判 所 に よ って 審査 され な い。

*旧 法9条 に相 当。

第11条*第4条 に よ り訴 訟 手 続 中 にお け る地 方裁判所 の決定 に対 し上
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限,第25章 な い し第28章 に 関 わ る措 置 も し くは刑 法 第28章

に よ る 戒 護(omhandertagande)に 関 す る 問 題 を 審 査 し た と

き,

7補 佐 人 も し くは弁 護 人 に関 す る 申請 を拒否 し,ま た は 当事 者

が提 案 した者 以 外 の 者 をこの よ うな職務 に任 命 した とき,

8第5号 また は第7号 に 関 わ る以 外 の他 の場 合 に お いて一般 法

律扶助 に関す る問題 を審査 した とき,

9刑 事事 件 に お け る被 疑 者 に 対 す る法律 扶助 または この ような

利益 を認可 され た当事 者 に対す る補償 もし くは前払 に関す る申

請 を拒否 した ときsま たは

10刑 法 第33章 に よ る 自由剥 奪 の 期 間 の 控 除 に 関す る問題 につ

いて審査 した とき。

*旧 法4条1項 に相 当。

**こ の場合,排 除 され た者 も当事 者 も上訴す ることができる。Fitger,

s.295.

第6条*第5条 第1号,第2号,第3号,第7号,第8号 または第9

号に関わる決定に対 し上訴 しようとす る者は,決 定が訴訟手続中

になされたものであるときはまず上訴の通知 をしなければならな

い。 このような通知は決定が集会の際なされたものであるときは

直ちに,そ うでないときは彼が決定 を受領 した 日から1週 間内に

しなければならない。 これを怠る者は もはや決定に対 し上訴する

権利 を有 しない。

法律 または法律の支持による命令 により第1項 に関わる決定に

対 し上訴す る権限を有す る公的機関は,決 定がその公的機関が代

理 されていない集会の際なされたときは,決 定の日か ら遅 くとも

1週 間内に上訴の通知 をしなければならない。

*旧 法4条2,3項 に相当。

第7条*当 事者が地方裁判所の決定によって事件の不必要な遅延が生

81(174)



神奈川大学法学研究年報16

これを怠るときは,彼 は もはや決定に対 し上訴す る権利 を有 しな

い。当事者が上訴の通知 をす るときは
,裁 判所 は事情にかんがみ

上訴が別個に,ま たは判決 もしくは終局的決定に対す る上訴に関

連 してのみなされ るべ きかを定め る。

*旧 法3条 に相当。

**こ の通知は電話でもすることができる。Fitger,S.294.

第5条*地 方裁判所の決定に対す る上訴は,以 下各号 の決定の場合 に

は別個にす ることができる一

1代 理人,補 佐人 もしくは弁護人を排除 し,ま たはこれに関す

る申立てを棄却 したとき,**

2参 加人 もしくは被害者 として訴訟手続に関与すること
,ま た

は第13条 第7条 により原告の請求の引受けに関す る問題 の審

査 を求める第三者の申立てを棄却 した とき,

3当 事者 またはその他の者に対す る文書証拠の提 出,検 証 もし

くは見分のための物の用意に関す る命令,ま たは出版の 自由に

関する法律第3章 第3条 第2項 第4号 もしくは第5号,も しく

は意見の 自由に関す る基本法第2章 第3条 第2項 第4号 もしく

は第5号 による審査の際それに関わる情報が証人尋問 もしくは

真実保証の もとでの当事者の尋問にあたって供与され ることが

特 に重要であると認める命令 をしたとき,

4命 じられた過料の賦課,勾 引 もしくは訴訟手続における軽罪

のための責任,ま たはある者が訴訟費用 を償還すべ き義務 に関

す る問題 を審査 した とき,

5被 害者に対す る公費による補償 もしくは前払 または補佐人
,

弁護人,証 人,鑑 定人もしくはその他の者に対す る補償 もしく

は前払に関する問題 を審査 した とき,

6民 事事件において仮差押えまたはその他 の第15章 に よる措

置,ま たは刑事事件において勾留s第24章 第5条aに よる制
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定 は第44章 第9条 に存 す る。

*1項 は 旧法 と同 じ,2項 は旧法1条a,3項 は旧法1条4項 に相 当。

**2項 は中間判決 に対す る上 訴に関す る規定である。

第2条*当 事 者 が 書 面 を もっ て一 定 の 法律 関係 か ら生 じうる既 存の争

い また は将 来の争 いに関連 してな され る判決 に対 し上 訴 しない 旨

契約 した場合,本 案 につ い て和 解 が許 容 され る ときは,こ の 契約

は効 力 を有 す る。 た だ し争 いの発生 前に締結 され た契約 は,第1

章 第3条d第1項 に 関 わ る事 件 に つ い て は効 力 を有 しない。

判 決が効 力を生 じた後 にな された上訴 しない 旨の約 束は,本 案

につ いて 和 解 が 許 容 され る ときは効 力 を有 す る。**

*1項 は旧法1条2項 に,2項 は 旧法1条3項 に相 当。

**判 決 に対 して上 訴 しない旨の契約 は極めてまれである。 このような

契約は判決以外の裁判に対す る上訴 を排除 しない。Fitger,s.293.

第3条*地 方 裁 判 所 の 終 局 的決 定 に対 して は,異 な る定 め が な け れ ば

上 訴 す る こ とが で きる。 当事 者が終局的決定 に よって判断 された

事件 の再施 に関す る申請 をす る権 利 を有す る ときは,彼 は決 定 に

対 し上 訴 す るこ とが で きない。**

そ の他 の決 定 に対 して は,異 な る定 め が なけ れ ば,判 決 また は

終 局 的決 定 に対 す る上 訴 に関連 して のみ上訴す ることが で きる。

*旧 法2条 に相 当(2項 は 旧法8条1項 に相 当)。

**こ れは47章14,18,24条 の場合 であ る(刑 事事件 におけ る被害 者

に よる私的請求に関す る)。

第4条*地 方 裁 判 所 が 訴 訟 手 続 中 の 決 定 に お い て裁 判 官 に対 す る除

斥 ・忌避 の 申立て もし くは訴訟 手続障害 に対す る抗弁 を棄却 した

とき,ま た は 第1章 第3条dに 関 わ る問 題 に つ い て決 定 し た と

きは,決 定 に対 す る上 訴 を しよ う とす る当事 者 は,ま ず上 訴 の 通

知(missnoje)を しな け れ ば な らな い。**こ の よ う な通 知 は,決

定 が集 会 の 際 な され た と きは直 ちに,そ うで な い と きは 当事 者 が

決 定 を受領 した 日か ら1週 間 内 に しな け れ ば な らな い。 当事者 が

(176>79
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(vadekarande),被 控 訴 人(vadesvarande) ,上 告(revision),上 告 人

(revisi・nskarande)・ 被 .晧 人(revis・nssvarande),抗 告(besvar>

等 は廃 止 され た。新 しい用 語 で は,控 訴 ,上 告 お よ び抗 告 に 共 通 す る名

称 と して 上 訴(δverklagande)が 用 い られ,控 訴 人,-L告 人 お よ び 抗

告 人 は す べ てklagande,そ の相 手 方 はmotpartと よ ば れ る こ とに な っ

た。 その理 由 と して はvad ,revison,besv翫 とい う用 語 が あ ま りに も古

色蒼 然 た る もの であ る こ とが 挙 げ られ て い る。 す な わ ち,vadは 中世 の

地 方 法 時 代 か ら用 い られ て お り,本 来 原 告 と判決 裁 判 官 との 間 の判 決 の

正 当性 をめ ぐる賭 け を意 味 し,besvarは17世 紀 に至 っ て初 め て ドイ ツ

法 の 影 響 の も とに 導 人 され た もの で あ り,さ らにrevisionも17世 紀 に

創 出 され た用 語 なの で あ る。NJAx .99411s.658,Welamson ,s.16-7.以

下 に お い て は,klagandeを 上 訴 人,motpartを 被 上 訴 人 と訳 す る こ と

に す る(motpartは 直 訳す れ ば相 手方 当事 者 で あ るが
,被 上 訴 人 の ほ う

が我 が 国 の 読 者 の 違 和 感 が 少 な い と思 う) 。

な お,以 下 各 条 に お い て改 正 前 の 規 定(「 旧法 」 とい う)で 相 当す る

もの を示 す が,こ れ は 基 本 的 また は 部分 的 に ほぼ 同様 の 内容 で あ る こ と

を意 味 す るに過 ぎな い。

ち なみ に,本 編 以 下 で は これ まで頻 繁 に現 れ たNorstedtsの 注釈 書 の

引用 が み られ な い の は,本 編 以 下 の 部 分 は未 刊 行 で あ る こ とに よ る
。

第49章 地方裁判所の判決および決定 に対する上訴の権利について*

*判 決,決 定の理由についての上訴は原則として認められないが
,例 外

的に例えば支払請求が時効や相殺を理由として棄却されたときは
,被 告

は他の理由による棄却を求めて上訴できる。また,場 合によっては却下

決定に対して棄却を求めて上訴できる。Fitger ,s.292.

第1条*地 方裁判所の判決に対 しては,異 なる定めがなければ上訴す

ることができる。

地方裁判所が第17章 第5条 第2項 に関わ る場合 において判決

をするときは,裁 判所は事情にかんがみ判決に対する上訴が別個

に,ま たは地方裁判所の終局的裁判に対す る上訴に関連 してのみ

なされるべ きかについて定め る。**

欠席判決 を与え られた者は判決 に対 し上訴す ることが できな

い。 このような判決に対す る彼の故障の申立ての権利に関する規

78(177)



訳注スウェーデン訴訟手続法(2・ 完)

か つ 公知 の事 実 に反 しな い 限 り,原 告 の事 件 に お け る事 実 の陳 述

に基づ かなければな らない。 陳述が原告 の請求の ための法的 な理

由 を包含せ ず,ま た は そ うで な くと も原告 の請 求の理 由が ない こ

とが明 らか な限度 において,請 求 は棄 却 され なけ れ ば な らない。

この判決 に は欠席判 決 と表示 しなけれ ばな らない。

*こ の2つ の例 外 的場合 は,"後 向 きケー ス(baklangesfall)"と よば れ

てい る。Norstedts,3s.44:22,Fitger,s.262.

第9条 彼 に 対 し欠 席 判決 が な され た 当事者 は,訴 え を提 起 した裁 判 所

の も とに判 決が彼 に送達 された 日か ら1月 内 に故 障 を 申 し立 て る

(sokaatervinning)こ とが で き る。*故 障 を 申 し立 て ない と きは,

判決 は 彼 に 不 利益 に 確 定 す る。

故 障の 申立 ては書面 を もって しなければ な らない。欠席判決 が

準備 中に なされ た ときは,書 面 は準 備 の遂 行 の ため に 申請 人の側

か ら必要 とされ るすべ ての事項 を包含 しなければな らない。

*故 障 の申立 ては,当 事者 が不 出頭について正 当な理 由を有することを

前提 としない。他方,上 訴 は 欠席判 決 を受 け た者の相 手方のみがで き

る。故障の申立て と上訴が並行するときは,50章24条 が適用 され る。

Fitger,s.262.

第10条 故障の際 故障が 申し立て られた部分 の事件の取扱いは,欠

席判決の問題が取 り上げられた時の終結状態か ら進行 しなければ

ならない。故障の申立てが第7条bの 支持 をもってなされた欠

席判決に関わるときは,事 件 について新たにこのような欠席判決

をすることはできない。

彼に対 し欠席判決が新たになされる当事者は,事 件について故

障 申立ての権利 を有 しない。

第5編 高等裁判所のもとでの訴訟手続について*

*1994年 の 法 改 正(1994:1034)に よ り本 編 以 下 の 法 文 は 大 々的 な 改

正 をみ た(58章 を除 く)。 と くに用 語 につ いて は,控 訴(vad),控 訴 人

(i7s)
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第7条a被 告が彼に対 し欠席判決がなされ うる旨の制裁付 きの答弁書

提出命令 を遵守することを怠 る場合,原 告が反対 しないときは,

このような判決 をすることができる。

被告 は,原 告 の訴 えの申立 てに対 する 自己の態度 を明 らか に

し,か つ本案の審査上有意義であ りうる理由 を述べた ときは,答

弁書提出命令を遵守 したものとみられなければならない。*

*本 条 はz被 告 が42章11条 に よ る答弁 書提 出命令 を遵 守 しない場合 に

関す る。実質的に無内容 な答弁(例 えば,被 告 にはなん ら支払 義務 が な

い)は 欠席 判決 を妨 げ るこ とはで きない。法的に無意味 な答弁(例 え

ば,病 気の ため支払 うこ とがで きない)も 同様 であ る。答弁 の内容 につ

いては42章7条 をみ よ。Norstedts ,3s.44:18,Fitger,s.260-1,

第7条b原 告 が そ の 申立 て を書 面 に よ る債 権 証拠*ま た は 支 払 以 外 の

他 の 給 付 に関 す る書 面に よる約 束 で基礎 付け る場合,被 告 が 欠 席

判 決 の制 裁 付 きの答 弁 書提 出命 令 の後,第7条a第2項 に 述 べ

る とこ ろ を充 足 したが,し か し自 己の見 解 の ため の相 当 な蓋然性

のあ る(sannolika)理 由 を示 す**こ とが で き な い と きに も,欠 席

判 決 をす る こ とが で きる。

第1項 は,原 告 の 申立 て が 双務 契 約 に 基 づ き,か つ 被 告 が対 価

に 関 す る抗 弁 をす る ときは適用 され ない。

第1項 に よ る欠 席 判 決 は,原 告 が これ に 反対 す る と きはす るこ

とがで きない。

*こ こ で い う書 面 に よ る債 権証 拠 は ,支 払 命 令 手 続 が 適 用 され る債 権 証

拠 と同一 と解 され て い る。Norstedts,3s.44=20.

**こ の 立 証 の ため に は 証 人供 述 書 を用 い る こ とが で き る。Fitger,s.

261.

第8条 欠席判決が原告に対 しなされ るときは,被 告が認諾す るか,ま

たはそうでな くとも原告の請求が理 由のあることが明 らか*で な

い限 り,原 告の請求は棄却 されなければならない。

被告に対す る欠席判決は,そ の陳述が被告に通知 されてお り,
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は,裁 判 所 は新 た な過 料 付 き出頭 命 令 に代 えて,彼 を裁 判所 に 直

ち に また は事 後 の期 日に勾引すべ き旨命ず るこ とが で きる。

*本 条は非処分 主義 訴訟に関す る。

第4条 当事 者 が 本 口頭 弁 論 期 日に 出頭 しない ときは,第1条,第2条

第1項 お よび 第3条 に述 べ る とこ ろが適 用 され る。

欠席判決 が彼 に対 しなされ うるか,ま た は事 件 が 彼 の不 出頭 に

も拘 らず判 断 され うる旨の制裁付 きで当事 者 に出頭命令が発せ ら

れ,か つ 欠 席 判 決 が な され な い ときは,裁 判 所 は 出頭 した 当事 者

の 申立 て に基づ き,事 件 につ い て弁 論 を実 施 す る こ とがで きる。*

この よ うな 申立 てが な され な い ときは,事 件 は除去 され なけ れ ば

な らな い。

*出 頭 した当事者 は,欠 席判決 を求め るか,通 常 の方式 に よる審理 ・判

決 を求 めるかの選択肢を有する。既存の裁判資料に基づ く判決 を得 るほ

うがより利益だ と考 えるときは,後 者 を採 る こ とに な ろ う。Norstedts,

3s.44:12.

第5条 当事者が代理人により出頭す る場合,本 人が 自身出頭するよう

過料付 きで命 じられてお り,か つ本案がそれについて和解が許容

されないようなものであるときはr裁 判所は新たな過料付 きの出

頭命令に代 えて,裁 判所に彼 を直ちにまたは後 日勾引す ることを

命ずることができる。

第6条 ただし,当 事者に過料が命 じられているとき,ま たは当事者が

裁判所に勾引されるべ きで,か つ勾引を事実上行 うことがで きな

い と認められるときは,準 備 を終結 し,ま たは当事者が代理人の

みによって出頭 しているか,も しくは不出頭であるかに関わ りな

く,事 件について判断す ることができる。

第7条 当事者の双方 または一方が訴訟手続問題の処理のための特別な

集会 に出頭 しない ときはiそ れに も拘 らず問題 を判断することが

できる。

(1$0)75
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**そ の 方 法 と して は,例 え ば 電 話会 議 や 書 面 の 交 換 が あ り うる。Nor-

stedts,3s.43:32.

第44章 当事 者 の 不 出 頭(utevaro>*等 に つ い て

*法 文上,当 事 者 の不 出頭(utevaro)と 欠席(franvaro)と は使 い分

け られて いる。前者 は当事者本人 も代理人 も集会に出頭 しないことであ

るが,後 者は当事 者が 自身出頭 を命ぜ られた場合にそれに従 わない場合

である。表題の 「等」は,被 告が答弁書提 出命令 に従 わな い場合 を含む

ことによる。Norstedts,3s.43:3 ,Fitger,s.259.

第1条 当事 者 双 方 が 口頭 準備 の集 会 に 出頭 しない ときは,事 件 は 除 去

され なけ れ ば な らな い。*

*第1回 期 日か,続 行期 日か に拘 らず,ま た処分 主義 的,非 処 分 主義 的

訴訟 の両 者に適 用 される。Norstedts,3s,44:7 .

第2条 ホ 本 案 が それ に つ い て和 解 が 許 容 され るよ うな ものであ る場合 ,

当事 者 の 一 方 が 口頭 準 備 の集 会 に出頭せ ず,か つ 彼 に 出頭 しなけ

れ ば 欠席 判 決(tredskodom)が な され うる 旨の 制 裁 付 きの 出頭 命

令 が発せ られてお り,出 頭 した 当事 者 が求 め る と きは sこ の よ う

な判 決 が な され なけ れ ば な らない。欠席 判決 が求 め られ ない とき

は,事 件 は 除去 され な け れ ば な らな い。

ただ し被告 が 出頭 しない ときは,原 告 の 申立 て に基 づ き,口 頭

準 備 の 続行 期 日を指定 す る こ とが で きる。 その際に も被告が 出頭

しない ときは,第1項 に定 め る とこ ろが 適 用 され る。

*本 条は処 分主義訴訟 に関す る。我が法 と異な り,原 告 が不 出頭 で,被

告 が出頭 した場合 に も欠席判決が なされ うることに留意すべ きである。

この場合の判決の内容については8条1項 に規 定 され ている。

第3条*本 案 が それ に つ い て和 解 が 許容 され ない よ うな もの で あ る場

合,原 告 が 口頭 準 備 の集 会 に 出頭せ ずfか つ 彼 に 出頭 しなけ れ ば

事 件 は 消 滅す る 旨の制 裁付 きの 出頭命 令 が発せ られ て い る とき

は,事 件 は 除 去 され なけ れ ば な ら ない。

被告 が 出頭せ ず,か つ 過 料 付 きで 出頭 が 命 じ られ て い る とき
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制 裁 付 き で 出 頭 を命 じ られ る。

*こ の場 合 に は,裁 判所 が 当初 か ら弁 論 が 一 連 の もの と して 終 結 で きな

い こ とを知 って い る わけ で あ る。Norstedts,3s。43126.

**例 え ば,裁 判 所 が2条 末 項 に よ り本 ロ頭 弁 論 中 に 障 害 が 除去 さ れ る

と考 え て弁 論 を開 始 した と ころ,こ の 考 えが誤 りで あ る こ とが 判 明 し た

と き も含 まれ る。Norstedts,3S.43=26.

***こ の規 定 は厳 格 に解 釈 すべ きで あ る。 当事 者 双 方 が一 致 して延 期

を 申 し立 て て い る こ と 自体 は決 定 的 な理 由 に な らな い。Norstedts,3s.

43:27.

第12条 事 件 が 続行 され,ま たは新 た な本 口頭 弁 論 が 指 定 された とき,

裁 判 所 は事 件 が そ こで終 結 す る こ とが で きるため に,準 備 が 再 び

行 わ れ るべ き旨命 じ,か つ これ に関 す る必 要 な指 示 を与 え るこ と

が で きる。*

*こ の新 たな準備 につ いて は42章 の規 定 の適 用 で きる部分 が適 用 され

る。Norstedts,3s.43:30.

第13条 本 口頭弁論の続行 にあたっては,従 前の弁論において終了 し

たところか ら審理(handlaggning)を 継続 しなければならない。

新 たな本 口頭弁論の際は,事 件について完全 な審理がなされな

ければならない。従前の審理において取 り調べ られた証拠は,裁

判所が事件において有意義であ り,か つその取調べに支障がない

と認めるときは,新 たに取 り調べなければならない。証拠が新た

に取 り調べ られないときは,そ れは調書 またはその他の適切 な方

法で提 出されなければならない。

第14条 裁判所が,本 口頭弁論が終結 した後事件について判断す る前

に調査 を補充することを必要 と認めるときは,本 章の規定により

続行 されたまたは新たな本 口頭弁論 を行 うことができる。*た だ

し補充が単純な性質のものであるときは,裁 判所は当事者 と協議

の上,そ の代わ りに調査がその他の適切 な方法で得 られ るよう決

定す ることがで きる。**

*我 が法でいう弁論の再開(日 民訴133条)に 相当する。
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と きは,新 た な 資料 は顧 慮 され な い こ とが あ る。*

*い わゆ る失権(preklusion)に 関す る規定 であ る。本 条 は本 口頭弁論

が開始された後の新 たな裁判資料に関する(そ れ以前 の裁判 資料 に関 す

る失権 については42章15条 が適用 され る)。Norstedts ,3s.43123.

第11条 本 口頭 弁 論 は 第1章 第9条 の 規 定 に 起 因 す る中絶 の ほ か,可

能 で あ れ ば 事 件 が 判 断 に 熟 す る まで一 連 の もの(ettsamman.

hang)と して 続 行 し な け れ ば な らな い 。 開始 され た本 口頭 弁 論

は,弁 論 が 第3条 第1項 に よ り行 わ れ た と き,*審 理(handlag-

gning)の 開 始 後 に 新 た に 重 要 な理 由 も し くは証 拠 が生 じた と

き,**ま た は そ う で な く と も 裁 判 所 が や む を 得 な い

(nδdvandig)***と 認 め る と きに の み,延 期 す る こ とが で き る。

延期 され た本 口頭弁論 は で きる限 り速や かに再施 され なけれ ばな

らない。

本 口頭弁論 が一度 または数度延期 され た とき,合 算 した延 期 の

日数 が最 高15日 に達 す る まで は,本 口頭 弁 論 を続 行 す る こ とが

で き る。 その他 の場合 においては,事 件 の性 質 にか ん が み続 行 し

た本 口頭弁論 を開 くため の特段 の理 由が存在 し,か つ 本 口頭 弁 論

を一 連 の もの と して行 うこ との 目的が本質 的に無視 され ない とき

は別 として,新 た な本 口頭 弁 論 を行 わ な け れ ば な らない。簡易形

式 で行われ る本 口頭弁論 が延期 され るときは,第42章 第20条 第

2項 の適 用 な しに常 に新 た な本 口頭 弁論 が行 わ なけ れば な らな

い 。

延期 された本 口頭弁論に,当 事者は弁論の場で直接にまたは特

別の呼出状によって呼び出されなければならない。当事者に対す

る命令 については,第42章 第12条 に定 め る ところが適用 され

る。事件について本 口頭弁論の続行 が定め られる ときは,第12

条第1項 による命令に代えて,当 事者 は彼に対 し欠席判決がなさ

れ うるか,ま たは彼の不出頭に も拘 らず事件が判断されるという
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43=16.我 が 国の刑事訴 訟法に おけ る冒頭 陳述 をイメー一ジすれば分か り

やすいであろう。その実際については,前 掲 拙訳,ボ ールデ ィン グ 『民

事 ・刑事訴訟実務 と弁護士』44頁 以下 参照。

第8条 当事 者 が その 主 張 を展 開 した後 に,証 拠 調 べ が 行 われ な けれ ば

な らない。 当事 者が立証 目的 で尋 問 され る ときは,尋 問 は そ れ が

問題 に な る事 実 に関 す る証 人尋 問の実施 の前 に行 われ るべ きであ

る。

裁判所 は,文 書証 拠 が 本 口頭 弁 論 の 際 朗読 され るこ とな しに取

り調べ られた もの とみ られ る旨定め るこ とが で きる。 この こ とは

当事 者が これに 同意 し,裁 判 所 の 構 成 員 が 証 拠 を 閲 覧 し(tagit

delav),か つ事 情 にか ん が み不 適 切 で な い ときにのみ行 うこ とが

で きる。

本 口頭弁 論の際 の証拠調べ は,証 拠 調べ の性 質 お よび そ の他 の

事 情 にか んがみ適切 であ る とき,ま た は 通常 の規 定 に よ る証 拠 調

べ が証拠 をこの よ うな方 式で取 り調べ るこ との意義 と合理 的 な関

係 に立たないほ どの費用 または支障 を伴 うであろ うときは,電 話

で行 うこ とが で きる。 電 話 に よる証拠調べ の際 は,呼 出 しお よび

命 令 な らび に不 出 頭 の ための制裁 に関す る本法 の規定 は適用 され

ない。

第9条 証 拠 調 べ の実 施 後,当 事 者 は そ の事 件 の最 終 弁 論 と して必要 と

考 え るところ を陳述す るこ とがで きる。*

*こ れ は最 終弁 論(slutanforanden,pladeringar)と よば れ る。Nor・

stedts,3s.43:22.そ の実 際については,前 掲 ボールデ ィング,拙 訳 『民

事 ・刑事訴 訟実務 と弁護十』52頁 以下参照。

第10条 当事 者 が 本 口頭 弁 論 中 に従 前 に 提 出 した情報 を変更 し,も し

くは これ に付 加 す る場合,ま た は彼 が 弁 論 開 始 前 に開 示 しなか っ

た事 実 もし くは証 拠 を援用す る場合,当 事 者 が この手 続 に よ って

訴 訟 を遅延 させ,相 手 方 当事 者 に不 意 打 ち を与 え,ま たは そ うで

な くと も不 当 な 目的 もしくは重大 な過 失 で行為 す る と考 え られ る
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第5条 弁 論 は 口頭 で なけ れ ば な らな い。 当事 者は裁判所が陳述 の理解

を容易 なら しめ,ま た は その他 取 扱 い上 有 益 で あ ろ うと認め る と

きにのみ,申 立書 ま たは そ の他 の 書 面 に よ る陳述 を提 出 または朗

読す ることが で きる。

第6条 当事 者 は 真実 に従 って(sanningsenligt),事 件 に お い て主 張 す

る事 実 を説 明 し,お よび相 手 方 当事 者 が主 張 す る事 実 につ いて意

見 を述べ,か つ な され た質 問 に 答 え な け れ ば な らない。*

当事 者が従 前述 べ た とこ ろに 反 す る情報 を 写え る とき,ま た は

そ うで な くと も彼 の情 報 に矛盾 が存在 す るときは,彼 は そ れ に つ

いて釈 明 す る よ う要 求 され なければ ならない。

*当 事者 は意識 的に不正確 な主張 をし,ま たは故 意に相手方 の主 張 を争

った りしてはならない。 この真実義務 は,当 事者 に不 利益 な事 実 につ い

て も妥当す る。 もっとも強制手段は存 しない。Norstedts ,3S.43:14.

第7条 弁 論 の際 原 告 は そ の 申立 て を提 示 し,か つ 被 告 は そ れ を認 諾 す

るか ま た は争 うか を示 さなければ な らない。 当事 者 は さらに,そ

れ ぞ れ その順 序 に主 張 を展 開 し(utvecklasintalan),か つ 相 手 方

当 事者 の 陳 述 に対 し意 見 を述べ なけれ ばな らない。*淋

事 情 が そ れ を起 因 す る と きは,裁 判所 は弁 論 開 始 の 際 争 いの

状 況 につ いて簡単 に説 明す るこ とが で きる。

当事 者が準備 中に陳述 した ところは,彼 の弁 論 にお け る陳述 が

従 前 の そ れか ら乖離 す る とき,彼 が 意 見 を述 べ るの を怠 っ た と

き,ま た は そ うで な く と も特 段 の理 由が あ る とき以外 の場 合 に

は,朗 読 す る こ とが で き な い。

当事 者 の一方が在廷 しないに も拘 らず弁論 を行 うときは,裁 判

所 の 配慮 に よ り必 要 な 限度 において,彼 が 陳 述 した とこ ろ を書 面

か ら提 出 しなければ な らない。

*前 掲拙稿 「ス ウェー デ ン法 にお ける主 張責任論(2・ 完)」 に1項 の

訳文が ある。42章2条 の*を 参照。 ここではそれ を若 干改めている。

**こ れは事 実主張(sakfrarnstallning)と よばれ る。Norstedts,3s.
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*本 条は制 定 当事 の ままであ る。 したがって,句 読 点の表示 も最近 の改

正 規定 とは異なる。

第3条 第2条 に 関 わ る本 口頭 弁 論 に対 す る障 害 が存在 す る場 合,第

11条 第2項 に よ り事 後 に新 た な本 口頭 弁 論 を行 うこ とを要 せ ず

に続行 で き,か つ 弁 論 の分 割 が事 件 の性 質 に かんがみ不適切 でな

い ときは,そ れ に も拘 らず弁 論 を開 始 す るこ とが で きる。

本 口頭弁論 が停 止 され た場合,本 口頭 弁 論 外 の尋 問 に 関 す る規

定 に よ り許 容 され,か つ 尋 問 さ れ る者 が 利 用 で き る(tillgang-

1ig)と きは,そ れ に も拘 らず 裁 判 所 は 口頭 の 証 拠調べ を行 うこ

とが で きる。*

調 査 上 特 に重 要 で あ る と きは,そ の他 の審 理 も第2項 に よ る証

拠 調 べ に 関連 して行 うこ とが で きる。

第2項 ま た は 第3項 の 支 持 を も っ て証 拠 調 べ が な され る とき

は,本 口頭 弁 論 外 で取 り調 べ られ る証 拠 につ い て定め るところの

適用 で きる部分 が適用 され る。

*証 人等 が事後 の 口頭弁論期 日に 出頭す ることがで きない とき,ま たは

再 度 の 出頭 が著 し く過 大 な費用や支 障 を伴 うときを意味す る。Nor-

stedts,3s.43;9.

第4条*裁 判所は取扱いの際整然たる秩序が遵守 され るよう配慮 しな

ければならない。裁判所は異なる問題 または事件の一部が別個に

処理 されるべ きか,ま たはその他第7条 ない し第9条 に定める秩

序か らの乖離がなされるべ きかについて決定す ることがで きる。

裁判所はまた,事 件がその性質が要求するところに従 い調査 さ

れ,か つ事件に不要な ものが導入されないよう配慮 しなければな

らない。裁判所は質問および指摘によって,な され る陳述におけ

る不明確性および不十分性を補正 させ るよう試みなければならな

い 。

*本 条 は裁 判所 の 訴 訟 指 揮 に関 す る規 定 で,1項 は形 式 的 訴 訟 指 揮,2

項 は 実 質 的 訴 訟 指 揮 に関 す る。Norstedts,3s.43:10-11.
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る。 理 由 書 は,複 雑 な 証 拠 判 断 を要 す る事 件 は単 独 体 に よ るべ きで な い こ

とを強調 して い る。Norstedts,3s.42:61.

**概 して,敗 訴 す べ き だ と思 わ れ る 当事 者 が 自 己の 側 の理 由 を提 出す る

現 実 的 可 能 性 を有 す る前 に は 本 案 を 明 白 と速 断 し て は な ら な い。Nor-

stedts,3s.42=63.

第21条 本 口頭 弁 論 へ の呼 出 しに つ い て は第12条 が 適 用 され る。

第22条 当事 者 が 本 口頭 弁 論 の 際 準 備 中 に開示 しなか った証拠 を援用

しよう とす る ときは,彼 は 直 ち に裁 判 所 お よび相 手 方 当事 者 に証

拠お よびそれ を もって立証 しよ うとす る事項 につ いて通知 しなけ

れば な らない。*

*新 た な 申立 て ま たは法 律 事 実 の主 張 につ いて も同様 で ある。Nor-

stedts,3s.42:65,Fitger,s.252.

第43章 本 ロ頭弁論について

第1条 事件が呼び上げ られ るとき,裁 判所は終局的な取扱いに事件 を

取 り上げるための障害が存 しないか否かに関する情報を獲得 しな

ければならない。

第2条*本 口頭弁論は,以 下各号の場合 には停止 され,他 の期 日に指

定 されなければならない

1自 身同席すべ き当事者が代理人によってのみ出頭 していると

き;

2尋 問されるべ き証人または鑑定人が出頭 しないとき;

3当 事者が新 たに重要な理由を主張または新 たな証拠 を援用 し

ようとし,か つ相手方当事者がそれに対する防御 をす るために

延期の必要が認め られるとき;ま たは

4そ うでな くとも事件 を最終的取扱いに取 り上げるための障害

が存す るとき。

障害がその期 日の取扱 いの終結前に除去 されると考 えうるとき

は,本 口頭弁論 を行 うことがで きる。
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の意見を入手 し,文 書証拠を提 出し,検 証 もしくは見分す る物 を

用意 し,ま たはその他の準備的措置 をとることが必要 とされると

きは,準 備 中に これに関す る決定がなされなければならない。

本 口頭弁論外で証拠が取 り調べ られるときは,こ れに関する命

令 も準備中になされるべ きである。

当事者が今述べた措置が とられることを欲するときは,彼 はで

きる限 り速やかにこれに関する申立てを裁判所にしなければなら

ない。

第20条 準備が終結す るや否や裁判所は,事 件が第18条 により判断さ

れないときは,可 能ならば当事者 と協議 した上で本 口頭弁論の期

日を決定 しなければならない。訴訟手続問題 または別個に判断 し

うる本案の一部の取扱いに関する本 口頭弁論 は,た とい事件のそ

の余の部分の準備が終結 していないとしても行 うことができる。

本 口頭弁論 は,第43章 第2条 の規定にかんがみ可能 である と

きは,当 事者の同意を得 て簡易な形式で行 うことができる。 この

ような本口頭弁論は,準 備 に接続して直ちに,ま たは同0の 裁判

官が裁判所 を構成 し,口 頭の準備が終結 した日か ら15日 内 とい

う条件の もとに行 うことがで きる。*本 案が明白であるときは,

当事者の同意に関わ りな く準備に接続 して直ちに簡易な形式で本

口頭弁論 を行 うことができる。**

口頭準備が電話でなされ るときは,簡 易な形式における本 ロ頭

弁論 も準備 に接続 して直ちに電話で行 うことができる。

簡易 な形式におけ る本 口頭弁論の際,口 頭準備が終結 した当時

の集会 中に生起 した事項はy本 口頭弁論の際に も反復 を要するこ

とな く行われたもの とみられなければならない。

*簡 易形式 に よる本 口頭弁論 の実施 について も原則 として通常の本 口頭弁

論に関する規定が適用 され る。裁判所 は1章3条 に よ り1人 の裁判 官で構

成 され る。 この こ とはそれ 自体簡易形式の口頭弁論の利用の制限 を意味す
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の費用 を負担す るこ とと関連 している
。調停人には 多くの場合,受 訴裁

判所外 の裁 判官 が適切 であることが経験上証明されているといわれる
。な

お講 人は洞 一事件 について複数 任命す るこ とがで きる
.N。r.

stedts,3s.42:51--2 .我 が国 の調停 委 員(会)の よ うな制 度は ない
。

第17条a第56章 第15条 な い し第17条 に,地 方 裁 判 所 は あ る問 題 を

最 高裁 判所 の審査 に付す るこ とが で きる旨の規定 が存す る
。*

*本 条は1989年 に導入 された もので
,地 方裁 判所 が先例 的 問題 と考 え

る問題に関す る。 しか しこれが適用 されるためには
,当 事 者が地 方裁 判

所 の判決 に対 して上訴 しない旨の49章1条 に関 わ る契約 を して い るこ

とが条件 とされる。Norstedts ,3s.42=52a.

第18条 事 件 は本 口頭 弁 論 の 後 に 判 断 され る。 ただ し以下 各号 の場 合

には,こ の よ うな 口頭 弁 論 な しに判 断 で きる一一一

1判 決 以 外 の仕 方 で事 件 を判 断 す るとき
,*

2欠 席 判 決 をす る と き,

3認 諾 また は放 棄 が な され た こ と を理 由 と して事件 につ いて判

決 をす るとき,

4和 解 を確 証 す る(stadfasta)と き,お よ び

5事 件 にお け る調 査 に か ん が み本 口頭弁 論 を必要 とせ ず
,か つ

当事 者 の い ず れ もそれ を求 め ない とき。

第1項 第5号 の支 持 を もって事 件 を判 断 す る前 に
,当 事 者 が す

で に その 訴 訟 活動 を終 えてい る とみ るこ とが で きない ときは
,当

事 者 に そ の機 会 を与 え なけ れ ば な らない。**

第44章 第7条aま たは 第7条bに よ り欠 席 判 決 に よ って 事 件

を判 断す る前に}原 告 につ い て は,第2項 に述 べ る とこ ろが 適 用

され る。

*却 下(34章 参照)お よび除 去(13章5条 参照)の 場合 で あ る
。Nor-

stedts,3s.42:53-4.

**判 例 は,訴 訟費用 の償還 をその 申立書 を相手方に送達す ることな く

認容 した第E3の 除去決定 を全部破棄 して いる。Norstedts,3s.42:57.

第19条 証 拠 調 べ を本 ロ頭 弁 論 の 際 一 度 に実施 で きるため に
,鑑 定 人
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当事 者 は集 会 前 に,可 能 な らば準備 の た め の集 会 が それ以上 必

要 でない よ うに事案 につ いて精査(sattasiginisaken)し なけ れ

ば な らな い。

第15条 本 案 が それ につ い て和解 が 許容 され るよ うな ものであ る場合,

事 件 の 取 扱 い に お け る 当事 者 の 従前 の 訴 訟 活動(talan)の 追 行

の 仕 方 にか んが み 必要 で あ る ときは,当 事 者 に終 局 的 に その 訴 訟

活 動 を決定 し,か つ 彼 が援 用 す る証 拠 を提 出す るよう命ず るこ と

が で きる。 この よ うな意見 陳述 のための期 間が経過 した後 は,彼

が事 実 また は証 拠 を従 前援 用 す るこ とを怠 ったこ とにつ いて正 当

な理 由 を有 してい た こ とを相 当な蓋然性 を もって証 しない(inte

gむrasannolikt)と きは,当 事 者 は新 た な 事 実 ま た は新 た な証 拠

を援 用す るこ とが で きない。*

*本 条 は,失 権効付 きの命令 を規定す る ものである。この命令は当事者

の申立て,そ の理 由,援 用 しよ うとす る証 拠お よび立証事項,さ らに反

訴請求 の提起 に も関す る。Norstedts,3s.42145.

第16条 事 件 の取 扱 い上 有 益 で あ る ときは,裁 判 所 は 準備 を終 結 す る

前 に 裁 判 所 が理解 した当事 者 の見解 の要約 書面*を 作 成 す べ きで

あ る。 当事 者 は こ の要約 につ いて意見 を述べ る機会 を与 え られ な

ければな らない。

*要 約 の利点の1つ として,判 決起案 を容易 にす るこ とが挙 げられてい

ることに留意すべ きである。Norstedts,3s.42147.

第17条 本 案 が それ につ い て和 解 が 許 容 され るよ うな もの であ る とき

は,事 件 の 性 質 お よび そ の他 の事 情 にかんが み適切 な程度 におい

て,当 事 者 を和 解 させ る よ う努 め なければ な らない。

事件 の性質 にか んがみ特 別 の調停(medling)を 行 う こ とが よ
酔

り適 切 で あ る と きはs裁 判 所 は 当事 者 に裁 判 所 が 任 命 す る調停 人

の前 の和解集会 に出頭 す るよ う命ず るこ とが で きる。*

*法 文上 は明記 されて いないが,当 事者の双方 または0方 が調停 に異議

の ないこ とが事実上の要件 とされている。 このことは特 に当事者が調停
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第11条 本案について和解が許容 され る事件 においては
,被 告がそ う

しない ときは彼に対 し欠席判決がなされ うるとの制裁付 きで第7

条による答弁 を書面です るよう命ずることができる。命令におい

ては第44章 第7条aま たは第7条bに よ り彼に対 し欠席判決 を

与えることができないために彼が遵守すべ き事項について教示 し

なければならない。

第12条 本案について和解 が許容 される事件においては,不 出頭の者

に対 しては欠席判決がなされ うるとの制裁付 きで
,当 事者に集会

に出頭することを命 じなければならない。 また自身出頭すべ き当

事者には過料付 きで出頭 を命 じなければならない。

本案について和解が許容 されない事件においては,出 頭 しない

ときは事件におけ る訴えが消滅する との制裁付 きで,ホ 原告に集

会への出頭 を命 じなければならない。 また彼が自身出頭すべ きと

きは,裁 判所 は過料付 きで出頭 を命 じなければならない。被告に

は過料付 きで出頭 を命 じなければならない。

集会が訴訟手続上の問題の処理のみに関わるときは,第1項 お

よび第2項 による命令に代えて当事者に過料付 きで出頭 を命 じな

ければならない。**

*訴 えが 消 滅 す る とは,訴 えが 除 去 さ れ る(avskrivas)こ と を意 味 す

る(44章3条1項 参 照)。

**3項 は 処 分 主 義 的 訴 訟 非 処 分 主 義 的 訴 訟 の 双 方 に適 用 され る
。

Norstedts,3s.42:42.

第13条 集会の際当事者は,裁 判所が陳述の理解 を容易 ならしめ るか
,

またはその他取扱 い上有益 と認め るときにのみ,申 立書 またはそ

の他の書面による陳述 を提出 しまたは朗読す ることがで きる
。

第14条 事件における調査上有益 であ るときは,裁 判所は集会 または

書面の交換の続行の前に当事者に,続 行 される取扱いにおいて取

り上げ るべ き問題点に関する リス トを送付す ることがで きる。
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に よ って行 われ る。 そ れが 適 切 であれば各種 の準備 の形態 を併 用

す るこ とが で きる。***

第7条 に よ る答 弁 は,事 件 の 性 質 にか んが み答 弁 が 集 会 の際[]

頭 で な され るのが よ り適 切 で な い な らば,書 面 で しなけ れ ば な ら

な い。****

答弁 書 が裁 判 所 に到 達 した ときは,事 件 の性 質 にか んが み書 面

の 交 換 を続行 す るこ とが よ り適切 で ない ならば,で きる限 り速 や

か に集 会 を開か なければ な らない。*****

集 会 が 開 か れ る と きは,可 能 で あ れ ば そ の際 に準 備 は終 結 され

なければ な らない。 そ うで きない ときは,準 備 は 書 面 の 交換 ま た

は新 た な集 会 に よって続行 され なけれ ばな らない。

*集 会 は電 話会議 を含む。Norstedts,3s.42:33.

**そ の他 の取扱 いには集会 お よび書面以外のすべての準備活動が含 ま

れる。電話による一方当事者 との接触 もこれに含 まれ る。Norstedts,3

s.42:33.

***法 文 に は当事 者が準備 の形態 の選択について影響 を与 えうるとは

述べ られていないが,裁 判所 はその決定 に あたって 当事者の要望 および

提案 を十分に尊重すべ きである。Norstedts,3s、42:33-4.

****2項 は答弁 は書面に よる旨の推 定 を定め る。Norstedts,3s.

43:34.

*****3項 は答弁書が提 出 された ときは,準 備 は 口頭 に よる旨の推

定 を定め る。Norstedts,3s.42:35.

第10条 集 会 は,集 会 の 目的 お よび そ の他 の事 情 にか んがみ適切 で あ

る とき,ま た は裁 判 所 の前 で の集 会 が,裁 判所 の前 で 集会 を開 く

こ との 意 義 と合理 的な関係 に立 たないほ どの費用 もし くは支障 を

伴 うであ ろ うときはy電 話 で行 うこ とが で き る。 電 話 で行 われ る

集会 につ いては,呼 出 しお よび[出 頭]命 令 な らび に不 出頭 に対

す る制 裁 に関す る本法 の規定 は=適用 され な い。*

*電 話 に よ る集 会 は,1987年 の 法 改 正 に よ り導 入 され た制 度 で あ る。

Norstedts,3s.42:3fi.
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2ど の程 度 原 告 の 訴 えの 申立 て を認 諾 しまたは争 うか
,

3原 告 の 訴 え の 申立 て を争 う と きは ,原 告 が そ の訴 え を理 由付 け

る事 実 に関す る意見 お よび被告 が主張 しよ うとす る事実 の開示

をもってす る争 いの理 由,な らび に

4被 告 が 援 用 す る証 拠 お よび各 証 拠 によって立証すべ き事 項に関

す る情報。援用 す る文書証拠 は答弁 と同時に提 出すべ きであ る
。

*2条 の*を 参照。

第8条 準備 にお い て 当事 者 は そ れ ぞ れ,そ の 主 張 し よ う とす る一 層 の

事 実 を述べ,か つ相 手 方 の 主 張 した事 項 に対 し意 見 を述べ なけれ

ばな らない。*ま た,従 前 に な され て い な い 限 り,そ の 援 用 し よ

う とす る証 拠 お よび各証拠 に よって立証 しよ うとす る事項 を開示

しなければ な らない。 まだ提 出 されてい ない文書証拠 は直 ちに提

出 しなければ な らない。 当事 者 は相 手方 当事者 の要 求に基づ き
,

所 持 す る その 他 の文 書 証 拠 を開示 す る義務 を負 う。

裁 判所 は事 件 の性 質 に従 い,準 備 の 際 争 点 が 明 確 に な り,か

つy当 事 者 が事 件 に お いて 主 張 し よ う とす る全 ての事 項が述べ ら

れ るよ うに しなければな らない。 裁判所 は発問 お よび指摘 に よ り

当事 者の陳述の不明確 性お よび不十分性 を除去す るよ う努 め なけ

れば ならない。

裁判所 は各種 の問題 または事件 の一一部が準備 において別個 に処

理 され よ う定 め るこ とが で きる。

*主 張 の仕 方につ いては 「継続的関連性の原則」が適用 されるといわれ

る。Norstedts,3s.42:27,Fitger,s.247 .こ の原則 については拙稿 「ス

ウ ェ ー デ ン法 に お け る主 張責 任論(1)」 民 商 法 雑 誌 法100巻5号

(1989)895-一 一fi頁参 照。

第8条a(削 除)*

*1984年 に挿 入 され た規定 で あ るがi1987年 に削 除 され,そ の 内容 は

15条 に移 されて いる。

第9条 準 備 は集 会 の 際*も し くは書 面 の 交換 ま た は その 他 の取扱 い**

fit(ユ93)



訳注 スウェーデ ン訴訟手続法(2・ 完)

とカiで き る。

召 喚 状 が発 せ られ る と きは,そ れ は被 告 に召 喚状 申請 書 お よび

これに添付 され た書類 と一緒 に送達 されなければな らない。*

*召 喚状は,被 告 に対 し原告 の請求 につ いて答弁すべ き旨の命令 を意味

す る。Norstedts,3s.42117,Fitger,s.245.し か し2項 か ら分 か るよ う

に,実 際 に被告 に送付 され る もの は我が法における訴状副本および答弁

書催告状 と大差ない。

第6条*召 喚 状 が発 せ られ る と きは,事 件 につ い て準 備 が行 わ れ る。

準 備 は以下 各号 の事 項 を解 明す る目的 を有す る

1当 事 者 の 申立 て(yrkande)お よ び 抗 弁 な ら び に 当事 者 が そ の

申立 て(talan)の 理 由 として援 用 す る事 実,

2ど の程 度 当事 者 間 に 各 自が援 用 す る事実関係 につ いて争 いが あ

るか,

3提 出 され るべ き証 拠 お よび 各証 拠 に よって立証すべ き事 項,**

4事 件 の判 断 の 前 に0層 の 調 査 また は そ の他 の措 置 が 必要 とされ

るか,な らび に

5和 解 の ため の条 件 が 存す るか 。

裁 判 所 は事 件 の迅 速 な判 断 を志 向 して準備 を進 め なけ れば な らな

い。適切 に なされ うる限 り,裁 判 所 は事 件 の取 扱 い につ い て 当事者 の

意見 を聞 くべ きであ る。

*本 条は1987年 に改正 され た民事事 件 の準備 手続に関す る基本的規定

である。

**あ る事 実 につ いて どち らの当事者が証明責任 を負 うかは準備手続で

確定 され るべ き問題 ではない。それはむ しろ争いの対象であ る。 しか

し,一 般 的には証 明責任 問題 が議 論 され,当 事 者 のこれに関す る見解 が

具体化 されることは有益 である。Norstedts,3s.42:20.

第7条*準 備 の 際被 告 は直 ち に 答弁 書 に よ り答弁(avgeL」svaromal)し

な け れ ば な らな い。 答弁 書 に は以下各号 の事 項 を記載 しなけ れば

ならない

1被 告 が行 お う とす る訴 訟手 続 障 害の抗弁,
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は,彼 は 申 請 書 に そ れ を述 べ るべ き で あ る(bむr> 。**

申 請 書 は 原 告 ま た は 彼 の 代 理 人 に よ っ て 自署 さ れ な け れ ば な ら な い 。

援 用 され る文 書 証 拠 は 申請 書 と一 緒 に 提 出 す べ き で あ る。

*拙 稿 「ス ウ ェー デ ン法 に お け る主 張責 任 論(2・ 完)」(民 商 法雑 誌 法

雑 誌100巻6号(1989)1056-7頁)に1987年 の 改 正 前 の 訳 文 が あ る
。

な お,7条,8条 に つ い て も同様 で あ る。

**例 え ば,14章 の事 件 の併 合 や,42章18条 の事 項 に 関 す る要 望 で あ

る。Norstedts,3s.42:10,Fitger,s.244.

第3条 召喚 状 申請 書 が 第2条 の形 式 を充 足せ ず,ま た は そ の他 の 点 で

不 完全 で あ る ときは,裁 判 所 は原 告 に そ の 欠訣 を補 正 す るこ とを

命 じなければ な らない。所 定の 申請手数料 が支 払われて いない と

きも同様 であ る。*

*串 請 手数 料 は,通 常 裁判所 の も とでの 手数 料 に関す る政令(1987=

452)に よ り定め られてい る。通常 民事 訴訟事件の 申請手数料は1996年

現在450クmネ である(同 令 別表1)。

第4条 原 告 が 第3条 に よ る命令 を遵 守 しな い場 合,申 請 書 を訴 訟 手 続

の 基礎 に 置 くこ とが で きないほ ど欠鉄 が重大 であ るか,ま たは 不

遵 守 が 申請 手 数 料 に 関 わ る ときは,申 請 書 は 却 下 され な け れ ば な

らな い。*

訴 訟 手 続 障 害 に基づ き事 件 を審 査 に取 り上 げ るこ とが で きない

こ とが明 白であ る ときも,申 請 書 は却 下 され な け れ ば な らない。

*こ の 申請書 の却下 は終局 的決定 によってなされ る。事後の訴訟手続に

おける訴えの却下 とは異なる。Norstedts ,3s.42;15,Fitger,s.244.こ

の 申請 書の却下 は我が法の訴状却下(日 民訴228条)に 相 当す る一 召喚

状 申請書 の内容 は訴状のそれに相当す る。

第5条 申 請 ・書 が 却 下 さ れ な い と き は,裁 判 所 は 被 告 に 原 告 の 請 求

(kallomalet)に 対 し答 弁 す べ き 旨 の 召 喚 状 を発 しなけ れば な ら

ない。 ただ し,原 告 の主 張 が 原告 の 請求 の ため の法的理 由 を包含

しない とき,ま た は そ うで な く と も明 らか に 失 当であ る ときは,

裁 判 所 は 召 喚状 を発 す るこ とな く直 ちに事件 につ いて判決す るこ
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第6編 最高裁判所 の もとでの訴訟手続 について

第54章 高等裁判所 の判決 お よび決定 に対す る上 訴の権利 について

第55章 判決 に対す る上訴 につ いて

第56章 決定 に対 す る上 訴お よび先例 問題 の回付 につ いて

第57章 直接 に取 り上 げ られ る事件 につ いて

第7編 特別上訴 につ いて

第58章 再審 および期間 回復 につ いて

第59章 重 大 な訴 訟 手 続 違 反(domvilla)等 に 基づ く不 服 申立 て

(klagan)に つ いて

前稿 に対す る補遺

第4編 下級裁判所のもとでの訴訟手続について

1民 事事件における訴訟手続について

第42章 召喚状(stamni.ng)お よび準備 ならびに本 ロ頭弁論 な しの

事件の判断について

第1条 ある者に対 し訴訟 を開始 しようとす る者は,書 面 をもって裁判

所に召喚状の発付 を申請 しなければならない。*

*召 喚状 の 申請(ansokanomstamning)が 訴 え提起 の原則的方 式 で あ

るが(13章4条1項),家 族法上 の事 件 な どは単 な る申請(ansokan)に

よって開始 され る。

第2条*召 喚 状 申請 書 に は 以下 各 号 の事 項 を包含 しなけれ ば な らない

1特 定の訴 えの申立て(yrkande)

2訴 えの申立ての原因 として援用され る事実の詳細な開示

3援 用される証拠お よび各証拠によって立証すべ き事項に関す る

情報,な らびに

4裁 判所の管轄が他の記載から明 らかでないときは,そ の管轄 を

充足す る事実に関する情報。

事件がいかに取 り扱 われるべ きか につ いて原告が要望 を有す るとき
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第24章 勾留 お よび逮捕 につ いて

第25章 旅行禁止 お よび届出義務 につ いて

第26章 仮差押 えにつ いて

第27章 押収,秘 密 の電話聴 取等につい て

第28章 家宅捜索 な らびに着 衣の捜索お よび 身体検 査 につ いて

第29章 票決 につ いて

第30章 判決お よび決定 につ いて

第31章 訴 訟費用 につ いて

III共 通規定 につ いて

第32章 期間お よび解怠の正 当な理 由(1agafdrfall)に つ いて

第33章 訴訟手続 におけ る書面(inlaga)お よび送達 につ いて

第34章 訴訟手続障害につ いて

第3編 証 拠 調 べ(bevisning)に つ いて

第35章

第36章

第37章

第38章

第39章

第40章

第41章

証拠調べ一般について

証人について

当事者および訴えを追行 しない被害者の尋問について

文書証拠について

検証について

鑑定人について

証拠保全について(以 上,神 奈川法学31巻 第2号 掲載)

第4編 下 級裁判所の もとでの訴訟手続 につ いて(以F,本 号掲載)

1民 事 事件におけ る訴訟手続につ いて

第42章 召喚状(stamning)お よび準備 な らびに本 口頭弁 論 な しの

事件 の判断につい て

第43章 本 口頭弁論 につ いて

第44章 当事者の不 出頭(utevaro)等 につ いて

II刑 事事 件 におけ る訴 訟 手続 につ いて(既 訳一 前掲 「スウ ェーデ ン刑

事訴 訟法)

第45章 公訴の提起 につ いて

第46章 公訴が追行 され る事件 にお け る本 口頭弁 論につ いて

第47章 私 的訴 追の提起 お よび この よ うな訴 追が 追行 され る事 件 に

おけ る本 口頭弁論 について

第48章 刑罰命令 お よび秩序罰金命令 につ いて

第5編 高等裁判所 の もとでの訴訟 手続 につ いて

第49章

第50章

第51章

第52章

第53章

地方裁判所の判決および決定に対する上訴の権利について

民事事件における判決に対する上訴について

刑事事件における判決に対する上訴について

決定に対する上訴について

直接に取 り上げられる事件について
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翻 訳

訳注 ス ウェー デ ン訴 訟手続法(2・ 完)

民事訴訟法 ・刑事訴訟法 一 一

萩 原 金 美
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